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特 集

特集：少子化社会の成人期移行（その１）

特集に寄せて

―ポスト人口転換期の成人期移行のゆくえ―

佐 藤 龍三郎

本特集は，国立社会保障・人口問題研究所において2008～2010年度に実施された「少子

化の要因としての成人期移行の変化に関する人口学的研究」プロジェクトの成果の一部を

特集として報告するものであり，本号（その1）を皮切りに，6編の論文を3～4回に分

けて掲載する予定である．

従来わが国では青年層が人口学研究の対象になることは稀であった．しかし少子化，晩

婚・非婚化の傾向が一層顕著になる中で，青年期から成人期への移行（transitionto

adulthood）に関する様々なライフコース事象を一体的にとらえる研究枠組みの重要性が

高まってきた．「成人期への移行」とは，ライフコースにおける「こども」から「おとな」

への移行の過程を包括的に捉える概念である．ここで目印となる事象は，①学校から仕事

へという側面では，（最終学校）卒業，（終身）就職，②親から独立し自身の家族形成とい

う側面では，離家，パートナーシップ行動（異性交際，同棲，初婚），第1子出産などであ

り，親からの経済的独立も目安の一つといえる．またこれらの行動に伴う③地域移動も注

目されるところである．年齢的には10代から30代前半くらいまでが対象となる．欧米諸国

では以前からこのような枠組みによる研究が精力的に行われているが，日本では総合的な

人口学研究としての取り組みが立ち遅れていることから，3年間のプロジェクトとして取

り組んだものである（本研究課題の英語文献のレビューは本プロジェクト第1報告書収載

のレイモらの論文を参照されたい）．

本プロジェクト研究を通して，本テーマに関していくつもの重要な視点が浮き彫りになっ

た．その主な点を挙げれば，第1に長期的歴史的視点である．近年日本の若者は「就職氷

河期」といわれる厳しい就職難に直面しているが，人々は，それが決して短期的・循環的

な波動によるものではなく，長期的・構造的な問題であることを認識している．すなわち，

人口問題（ひとくちに“少子高齢化・人口減少”問題といわれるが，より包括的には「ポ

スト人口転換期」の到来と言い表すことができる），経済成長の終焉，情報化，グローバ

ル化，莫大な政府債務などいくつもの大波が重なっている（「ポスト人口転換期」の概念

について詳しくは第3報告書の佐藤・白石・別府論文参照）．今日の成人期移行の諸問題

を十分理解するには，20世紀初頭までさかのぼる長期的視点が必要である．つまり今なぜ

未婚化，少子化，非正規雇用化なのかと考えるだけでなく，なぜ第二次世界大戦後の高度
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経済成長期には皆婚，人口置換水準の出生力，学卒後一斉就職・終身雇用のシステムが出

現したのかという逆の発想があってしかるべきである．本プロジェクトでは，各研究者の

表現の仕方は異なっても，このような発想が共有されていた（第3報告書の宮本論文およ

び本特集の加藤論文参照）．この視点はさらにグローバルな広がりをもっている．20世紀

後半の世界では，日本を含む先進諸国は世界の資源と市場をほぼ独占的に利用することが

でき，若者のおよそ半数が大学へ進み，多くの者が終身雇用・高賃金と生涯を通しての社

会保障制度による生活保障を約束される豊かな社会を創出した．21世紀における先進諸国

の混迷は，そのような「幸運な時代」が終わったに過ぎないということかもしれない．そ

れに代わる新しいグローバルな人口・経済・社会システムが模索されるべきであろう．

第2にジェンダー・セクシュアリティ・家族システムとの関連である．今日の先進工業

国は女性一人当たり1.5人という子ども数を境に「緩少子化」グループと「超少子化」グ

ループに分かれているが，後者の中でも韓国，台湾などの東アジア諸国は日本よりもさら

に低い出生率を示している．このような現象の全体像の理解には，離家，結婚・離婚，出

産・養育など家族・世帯形成の過程を広い意味の家族システムの国際比較として見ていく

必要がある（第1報告書の鈴木論文参照）．

第3にウェルビーイングや健康，教育，就業，社会的ネットワークなど広い意味の人的

資本形成との関連である．今日「成人期移行」の遷延すなわち，離家，結婚，出産（親に

なること），正規就業など主要ライフイベントの初経験年齢の上昇がみられるのは先進諸

国に共通の傾向であるが，その一方で従来の指標では計れない新しい形の幸福感や豊かさ

への希求が広がりつつあるようにも見える．またウェルビーイングや人的資本のありよう

が離家や家族形成など人口学的変化と相互に影響し合うことは明らかであり，この方面の

研究の発展が待たれるところである（第2報告書のレイモ・岩澤らの論文，本特集の松尾・

デランゲ論文参照）．

いずれにしても，日本の青年層の人口（国勢調査時，15～34歳）は1970年の3,748万を

ピークに（総人口に占める割合の最高値は1965年の37.2％）減少の一途をたどっている．

この青年人口は2005年には3,195万（総人口の25.0％）にまで減っており，国立社会保障・

人口問題研究所（2006年公表）の将来人口推計（出生・死亡中位推計）によれば，2030年

には2,173万（18.9％），2055年には1,439万（16.0％）と現在に比べ各々約7割，約5割の

規模に縮小する見通しである．しかし，逆に青年層に対する政策課題はかつてなく大きな

ものとなりつつあり，立法・行政施策の面でも青少年育成施策大綱（2008年），子ども若

者育成支援推進法（2009年7月成立，2010年4月施行），子ども・若者ビジョン（2010年7

月）と進展がみられている．おりしも国連は昨年8月12日から今年8月11日までを「国際

ユース年」（InternationalYearofYouth）と定めている．また来年（2012年）の国連人

口開発委員会のテーマは「思春期・青年期の若者たち」（Adolescentsandyouth）と決

まっている．現代の若者問題の様相は国や地域によって大きく異なるが，先進工業諸国に

加え新興工業諸国にも共通の「ポスト人口転換期」の到来という土台の上で，成人期移行

のゆくえを展望することは大きな意義をもつことといえよう．
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未婚化を推し進めてきた2つの力

―経済成長の低下と個人主義のイデオロギー―

加 藤 彰 彦＊

Ⅰ はじめに

20世紀の日本が晩婚化を2回経験したことは，一般にはあまり知られていない．1回目

は，1930年代から40年代前半にかけての時期であり，2回目は1970年代半ば以降の晩婚化

である（図1）．平均初婚年齢は，20世紀初頭の大正期には男性27歳，女性23歳の水準に

あったが，1932～33年から上昇を始めて，10年後の1942年に男性29.8歳，女性25.3歳に達

した１）．敗戦後は，いったん男性26.1歳，女性22.9歳（1947年）まで急落してから大正期
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未婚化をめぐって，これまで数多くの要因が指摘されてきた．過去の議論をひとことで要約する

ならば「この現象にはさまざまな要因が絡み合っており複雑である」ということになろうか．しか

し，社会全体の未婚率を継続的に上昇させるためには，巨大な社会的力が働く必要がある．いいか

えれば，未婚化の要因には主要なものと，そうでないものとが存在する．

実際，全国家族調査（NFRJ）データを用いてイベント・ヒストリー分析を行うと，未婚化をも

たらす2つの主要な要因が浮かび上がる．1つはマクロ経済成長の低下にともなう階層格差の拡大

である．経済成長には，結婚のチャンスに格差を生じさせる社会階層の力を緩和する効果がある．

1970年代半ば以降，経済成長の低下にともない，この緩和効果が衰えたことが，潜在化していた階

層本来の力を呼び覚まして，男性の未婚化を進展させた．相対的に低階層の男性で未婚化が進むと，

経済的に結婚可能な男性の人口規模が漸進的に縮小する．それとともに女性の側でも結婚相手の供

給不足が生じて未婚化が進むことになった．

未婚化のもう1つの主因は，個人主義イデオロギーの普及による共同体的結婚システムの弱体化

である．親族・地域社会・会社などの身近な共同体による配偶者選択の支援には，結婚確率を高め

る強力な効果がある．しかし，高度経済成長期に広まった近代核家族（恋愛結婚と夫婦家族）のイ

デオロギーは，バブル経済崩壊後の1990年代に，よりラディカルな自己選択・自己決定・自己責任

のイデオロギーとして喧伝され，共同体的結婚システムを否定した．とくに，経済力のある男性の

供給不足に直面した女性にとって，共同体的結婚システムの衰退は相手探しのコストと困難がさら

に増加することを意味する．女性の未婚化が1990年代に一挙に進んだのはそのためである．

*明治大学政治経済学部准教授，マックスブランク人口研究所客員研究員

1）戦前の平均初婚年齢は婚姻届が提出されたときの年齢をもとに算出されているので，実際に同居を始めた年

齢や挙式年齢はこれよりもやや低いと考えられている（伊藤 1994）．「国勢調査」の年齢別未婚率から算出さ

れた初婚年齢（SMAM）では，1920年の男性25.0歳，女性21.2歳から1940年の男性27.2歳，女性23.3歳への上

昇である．



の水準に戻り，高度成長期に

は男性27歳，女性24歳の水準

で推移した．初婚年齢が再び

上昇に転じるのは，第1次石

油危機（1973年）直後のこと

である．

第1の晩婚化の原因は，そ

の期間がちょうど満州事変

（1931年）から太平洋戦争敗

戦（1945年）に至る「十五年

戦争」に対応していることか

ら推測されるように，若い男

性たちの出征によって結婚が

遅らせられたことにある．そ

の結果，20歳代の未婚率は上

昇したが，無事に復員した者

のほとんどが結婚したため，

図2に示したように，30歳以

上の未婚率は低い水準にとど

まり，皆婚のパターンはほぼ

維持された．唯一1960年から

80年にかけて，女性の生涯未

婚率が男性よりも高くなって

いる点に，戦争の爪痕を見い

だすことができる．大正生ま

れの男性たちが多数戦死した

ために，同世代の結婚相手の

人口が縮小して，女性たちの間に「結婚難marriagesqueeze」が生じたのである．

これに対して，第2の晩婚化は，20歳代だけでなく，30歳以上の年齢層の未婚率の急激

な上昇をともなって進行した（図2）．生涯未婚率も，2005年（1955年生まれに相当）に

男性16.0％，女性7.3％に達しており，皆婚パターンは崩れたといってよい．このことか

ら，1970年代半ば以降の晩婚化は，一般に「未婚化」とよばれる．

第2の晩婚化＝未婚化は，少子化を進展させてきた最大の要因でもある．要因分解法に

より，1970年代半ば以降の合計特殊出生率低下の総量を，初婚行動の変化（未婚化）によ

る部分と初婚以外の行動変化（夫婦の出生力低下や離死別再婚の変化）による部分に分解

すると，おおむねその70～80％が前者によることがわかっている（廣嶋 2000,岩澤 2002,

2008）．たとえば，岩澤美帆（2008）は，1975年から2005年の合計特殊出生率の低下分の

―4―

図１ 平均初婚年齢と夫婦の年齢差：1910～2005年

注）1943年までは届出時の年齢，1947～67年までは結婚式をあげた時の
年齢，1968年以降は結婚式を挙げた時または同居をはじめた時の年
齢．1947年以降は各年に同居し届け出たものについての集計である．

資料）「人口動態統計」

図２ 未婚率：1920～2005年

注）未婚率は性・年齢階級別人口に占める未婚者の割合．
生涯未婚率は45～49歳と50～54歳未婚率の平均値（50歳時の未婚率）
である．

資料）「国勢調査」「人口動態統計」



78％が未婚化によることを明らかにした．期間を区分して未婚化の寄与度をみると，1975

～80年が79％，1980～90年が93％，1990～2000年が60％，2000～2005年が82％である．一

方，出生率低下に対する離死別再婚の寄与度は1～2％程度にとどまるので，夫婦出生力

低下の寄与度はほぼ20％ということになる．

ライフコースの観点からみると，結婚は就職（＝経済的自立）・出産（＝親なり）とと

もに成人期への移行を印す中心的なライフイベントである．就職の遅れが結婚を遅らせ，

結婚の遅れが出産を遅らせることがあるように，3つのイベントは相互に関連している．

もっとも，その関連の仕方についてはよくわかっていない点も多い．たとえば，リーマン

ショック後の若者の就職難を目の当たりにしている今日では，若者の経済的地位の低下が

未婚化をもたらしたという議論は当然にみえるだろう．しかし少し前までは，女性の経済

的な地位の上昇が未婚化の主因であると考える議論が主流であり，現在でも繰り返し主張

されている．あるいは，太平洋戦争前後の経済的に困難な時代であっても，若者たちのほ

とんどは最終的には結婚して皆婚のパターンは維持された．未婚化には，社会経済的要因

のほかにも決定的な要因が働いているのかもしれない．

こうした問題意識のもとで，筆者は過去十数年未婚化の分析を行ってきた．初期の研究

（加藤2001a,2001b,2004）では，主に未婚化の社会経済的要因に関するイベント･ヒストリー

分析を行い，経済成長率の低下にともなって若い男性の間で階層格差が拡大したことが，

未婚化の主要な原因であることを見いだした．その後，国立社会保障・人口問題研究所の

研究プロジェクト「少子化の要因としての成人期移行の変化に関する人口学的研究」（2008

～2010年度）にて文化的な要因を検討する機会を得て，個人主義イデオロギーの普及が未

婚化のもう一つの主因となっていることを示し，その結果を作業論文にまとめた（加藤

2009,Kato2010）．本稿では，この研究プロジェクトでの議論を踏まえて，未婚化に関す

るこれまでの研究成果を再構成し，未婚化のメカニズムの全体像を描き出したい．

Ⅱ 女性の経済的自立か，それとも男性の経済力低下か

未婚化の原因について，これまで実にさまざまなことがいわれてきた．学問的な装いを

まとった評論本も数多い．各種メディアでは，この問題は「パラサイト・シングル」「勝

ち犬（勝ち組）」「負け犬（負け組）」「二極化」「下流社会」といったセンセーショナルな

言葉とともに語られてきた．結婚に関わる問題はとても身近な現象であり，人びとの関心

も高いことから，商業ベースに乗りやすいからだろう．

未婚化に関する言説の過剰さとは対照的に，確かな方法論に則った実証的な議論はさほ

ど多くはない．1970年代半ばに始まったこの現象の原因を特定するためには，幅広い世代

の結婚歴や職歴など，個人の履歴情報を全国規模で調査したライフコース・データの多変

量解析（とくにイベント・ヒストリー分析）２） が必要であるが，こうしたデータは限られ
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2）イベント・ヒストリー分析の詳細については，Allison（1984），BlossfeldandG.Rohwer（2002），Coxand

Oakes（1984），Yamaguchi（1991）を参照．



ているからである３）．

これまでの未婚化研究を俯瞰すると，明示的あるいは潜在的におおきく2種類の仮説に

依拠していることに気づく．1つは，若い世代は結婚を選択しなくなったとする議論であ

り，もう1つは，結婚できなくなったとみる議論である．前者の「非婚化」理論の代表は，

女性の全般的な地位上昇を重視する「女性の自立仮説」である４）．

この仮説は，女性の高学歴化とそれにともなう就業意欲の増大，雇用機会の拡大，男女

の賃金格差の縮小とそれらが可能にする経済的自立は，女性にとっての結婚の利益と魅力

を低下させるために，女性は結婚を選択しなくなった，と主張する（八代 1993,大橋

1993,2000）．現代日本のように性別役割分業の強固な社会では，多くの女性が結婚や出

産とともに仕事を辞めるため，結婚は，独身のまま働き続けることで得られる所得の大き

な喪失（機会費用の増大）となる．さらに一度退職すると，子育て後の再就職は多くの場

合パートやアルバイトとして労働市場に再参入することになるので，働く女性たちが「結

婚・出産・育児で失う『機会費用』はきわめて大きい」（大橋 2000）．それゆえ，自立志

向の強い最近の女性たちにとって，無償の家事，育児，介護をともなう結婚生活に入るよ

りも独身生活を続ける方が，経済的メリットが高い，と主張される．

「女性の自立仮説」は，1990年代には，未婚化の説明仮説として圧倒的な支持を集めて

いた．若年の失業と非正規雇用が社会問題化した2000年代には，やや勢いを失ったものの，

いわゆる「ワーク・ライフ・バランス」に代表される少子化対策のねらいが，結婚・出産

にともなう女性の機会費用の削減にあることからもわかるように，経済学者を中心に，多

くの研究者がこの仮説に依拠している（山口・樋口編 2008，樋口・府川編 2011）．

また「女性の自立仮説」はノーベル経済学賞を受賞したゲリー・ベッカーの「家政経済
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3）結婚歴のイベント・ヒストリー分析を行った未婚化の研究には以下のものがある．まず初期のものとしては，

国立社会保障・人口問題研究所「第10回出生動向基本調査（JNFS）」（1992年）を用いた小島（1995）と日本

大学総合科学研究所と毎日新聞社による「〈家族〉に関する全国世論調査」（1988年）を用いたTsuyaand

Mason（1995）があげられる．津谷はその後も，日本大学総合科学研究所の「現代家族に関する全国調査」

（1994年）や「世代とジェンダーに関する国際比較プロジェクト」による「結婚と家族に関する国際比較調査

（JGGS）」（2004年・2007年）を用いて，初婚行動の分析を続けている（Tsuya2000，津谷 2000，2006，2009a，

2009b，2011）．JGGSを使った分析としてはほかに菅（2011）が，JNFSを使った分析としてはほかに，第10

回調査を用いたRaymo（2003），第11回調査を用いた永瀬（2002），和田（2004），第8～11回調査を用いた

RaymoandIwasawa（2005）などがあげられる．日本家族社会学会「全国家族調査」を使った分析としては，

予備調査（1997年）を用いた加藤（1998）と第1回調査を用いた加藤（2001，2004）がある．また，家計経済

研究所が1993年以来継続調査している「消費生活に関するパネル調査」（調査対象は女性のみ）を使った分析

としては，樋口（1999），樋口・阿部（1999），福田（2007b，forthcoming），北村・坂本（2007），Raymo

andOno（2007），Sakai（2009）がある．さらに，厚生労働省が2002年より実施している「21世紀成年者縦

断調査」のパネルデータを用いた分析としてFukuda（2009）をあげておく．以上の研究では，いずれも結婚

タイミングと社会経済的要因との関連が主眼とされており，文化的要因を明示的に組み込んだ分析はほとんど

行われていない．

4）人口学では，「非婚化（non-marriage）」を，生涯未婚率の上昇によって操作的に定義することが多い．し

かし，生涯未婚率の上昇は「結婚しない人生を主体的に選択する女性の増加」を意味するとはかぎらず，現実

の生涯未婚には「結婚願望は強いが，主体的な配偶者選択ができずに，未婚の状態を続けた結果として生涯独

身になった場合」も多いと考えられる．「非婚化」という表現には，意図的で主体的な非婚の選択というニュ

アンスが含まれるので，本稿では「非婚化」は「主体的な選択の結果としての非婚」という意味に限定して用

いることにしたい．



学」（Becker1973,1981）にもとづくため，欧米でも結婚行動の説明の主流をなしてき

た．しかしながら，意外なことに欧米社会でもその実証的な証拠は乏しい．ヴァレリー・

オッペンハイマーによれば，マクロ統計の横断的なデータを用いた分析では，この仮説

と整合的な結果が得られるが，個人レベルの縦断的なライフコース・データを用いたイベ

ント・ヒストリー分析ではこの仮説を実証することに失敗している（Oppenheimer1997b）．

つまり，マクロ・レベルでの相関関係が観察されたとしても，それは必ずしも個人レベル

での相関関係（ましては因果関係）を担保するものではない．「女性の自立仮説」に関す

る実証研究は，社会学でいう「生態学的誤謬（ecologicalfallacy）」をおかしている，と

いうのである５）．

これに対してオッペンハイマーは，欧米先進国で1970年代以降に生じた，若い男性の経

済力の低下に着目した．彼女は，労働経済学の職探し理論（jobsearchtheory）のロジッ

クを結婚相手の探索活動に応用して「アソータティブ・メイティング仮説（assortative

matinghypothesis）」（同類婚仮説・つり合い婚仮説）を提案し，これを，米国の「全国

青年縦断調査（NationalLongitudinalSurveyofYouth）」データのイベント・ヒスト

リー分析により検証して，若い男性の社会経済的地位の悪化と経済的不平等の拡大が，結

婚の遅れをもたらしていることを確認した（Oppenheimer1988,1994,1997a,2001）．

アソータティブ・メイティング仮説は，結婚活動（matesearch）を就職活動（job

search）に見立てる．容姿，性格，性的魅力，価値観，家族構成，学歴，職業など，若者

が結婚相手に求める条件は，就職したい会社の条件と同じようにさまざまであり，それら

の分布にはばらつきや偏りがある．また，結婚相手の候補についての情報も不十分なので，

自分の条件とつり合う相手を見つけ出すにはさまざまなコストがかかる．就職活動の場合

と同じように，若者は探索コスト，希望する条件，受諾する条件を考慮しつつ結婚相手を

探すが，不十分な情報の下で相手を見つけ出すことは本質的に不確実なものである．

そうした条件のなかでも，社会経済的地位（職業や経済力）は結婚後のライフスタイル

を規定するという意味で最も重要である．地位の高い者ほど，不確実性が低くなるので結

婚が促進される（それゆえ，オッペンハイマーは経済的に自立した女性ほどむしろ結婚し

やすくなることを示唆する）．同様に，好景気がつづくときにも，社会経済的地位につい

ての不確実性が低下するので，相手探しの期間や結婚に踏み切るまでの期間が短縮されて

結婚が早まる．

逆に，景気が悪化するときには，社会経済的地位に関する不確実性が高まるので，探索

期間が延びて結婚が遅れることになる．ひとくちにいえば，この仮説は，若者が自分の条

件に見合う結婚相手を探し出す期間が，マクロ経済や労働市場などの環境変化によって長

期化することが，結婚の遅れの原因であると考える．オッペンハイマーの議論は，未婚化
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5）たとえば，赤川（2004）が指摘しているように，先進諸国の女子労働力率と出生率の相関関係 女性の労

働力率の高い国ほど出生率も高い から，個人レベルの因果関係 女性の就業は出生を促進する を結

論して，政策提言することなど広く行われてきたが，生態学的誤謬を避けるためにはミクロ・データの分析が

不可欠である．



を結婚難とみる立場を代表するものである６）．

リチャード・イースターリンの「相対所得仮説（relativeincomehypothesis）」(Easterlin，

1980）もまた，若者自身の経済力の見通し（潜在的稼得能力）を重視する議論である．イー

スターリンによれば，結婚に影響を与える最大の要因は，将来にわたって一定の物質的な

生活水準を保てるかどうかの見通しである．もし若い男女の経済力が，彼らが望む生活水

準 生まれ育った家庭で身につけた生活水準 に比べて十分高いなら，生活への見通

しは明るくなり，結婚に踏み切るだろう．逆に，彼らの経済力が，親元での生活水準に比

べて低いならば，結婚をためらうだろう．イースターリンは，こうした「相対所得」

若者の現在の所得と，親の過去の所得の比として定式化される の改善は結婚を早め，

逆に相対所得の悪化は結婚を遅らせると考える．それゆえ，若者の雇用がそれほど悪化し

ていない状況でも，所得の伸びが鈍化すれば，親元の生活水準が高い階層で，結婚が遅れ

ることになる．

日本では，山田（1996,2000）が，未婚化の要因を，高度成長から低成長への経済環境

の変化に求める議論を展開した．すなわち，未婚化が生じたのは，「経済環境が変化（低

成長化）した」にもかかわらず，若者たちの「結婚前の生活水準が高くなっている」ので，

「結婚によって生活水準が低下するような状況」が生まれたからである．つまり，1970年

代半ば以降，若者の平均的な給与では，結婚後に，親元での豊かな生活と同水準の生活を

維持することが難しくなったために，なかなか結婚できなくなったというわけである．こ

うした山田の議論は，オッペンハイマーとイースターリンの理論を日本に適用したものと

みることができ 山田自身はそれを明示していないが 相応の説得力をもつ．また，

未婚化が高度成長期の終焉と時を同じくして始まったことや（図2），初婚率と経済成長

率とが連動しているようにみえることなど（後述），マクロ・レベルの証拠を挙げること

もできる．

しかし，この仮説を個人レベルで実証するためには，少なくとも初婚年齢と学歴・職歴

情報（さらには親の階層情報）が必要であり，こうしたデータを有する全国調査は，1990

年代半ばまでの日本には存在しなかった．結婚と出産に関する代表的全国調査である「出

生動向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所）でさえ，有配偶男性の結婚前の職業

を捉えるようになったのは2002年の第12回調査から，再婚経験者の初婚年齢を調べるよう

になったのは2005年の第13回調査からである．

こうした状況のもとで，日本家族社会学会が組織した「全国家族調査」（National

FamilyResearchofJapan，略称NFRJ）プロジェクトでは，家族形成に関わる履歴情

報の収集が検討された．筆者はこのプロジェクトに企画段階から参加して，予備調査の機

会に，結婚年，学歴，現職の情報とともに，初職（学卒後）の詳細 従業上の地位・職
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6）安蔵（1989）が指摘しているように，オッペンハイマー（1988）の研究は，人口学的なmarriagesqueeze

という意味での 結婚適齢人口の性比によって測定されるような 狭義の結婚難の概念が，両性の結婚タ

イミングの変動を十分に説明できない，という認識から出発している．しかし，結婚相手の選択可能性を，年

齢構造にもとづく性比だけでなく，教育水準や職業的地位を含めて定義すれば，彼女の「アソータティブ・メ

イティング仮説」を「広義の結婚難」の理論として理解することもできよう．



種・従業先規模 を捉えることを提案した．理想的には職歴全体の情報が欲しいところ

であったが，家族調査でこれを実現するのは難しい．そこで，学卒後最初の就職先はその

後の職業キャリアを強く規定するという階層研究の成果に学んで，成人前期の社会階層の

指標として初職を用いることを考えたのである．

予備調査の回答者は，東京23区内居住の40～59歳の男女に限定され，標本規模も450

（回収304）と小さい．しかし，このデータを用いて結婚のイベント・ヒストリー分析を行っ

たところ，社会経済的要因と結婚タイミングが関連することを見いだし，未婚化を説明す

る要因として，とくに男性の初職の従業先規模が有効であることを確認した（加藤 1998）．

予備調査の検討結果を踏まえ，1999年1月に実施された本調査「第1回家族についての

全国調査」（略称NFRJ98）では，初職の情報に加えて，出身階層も測定されることになっ

た（加藤 2000）．こうして未婚化の要因を個人レベルで検証することのできるデータ・セッ

トが整えられたのである．

なお，NFRJ98は，1921～1970年生まれ（1998年12月末で28～77歳）の日本人男女を調

査対象にしている．調査は，全国の住民基本台帳または選挙人名簿から無作為に選ばれた

10,500人に対して行われ（層化2段無作為抽出法），うち6,985人から回答を得た（回収率

66.5％）．本稿の分析対象は，1931～70年生まれの5,884人（男性2,811人，女性3,073人）

である７）．調査の詳細は，全国家族調査ウェブサイト８）を参照してほしい．

Ⅲ 社会階層と経済成長

図3は，NFRJ98の結婚歴のデータを用いて，年齢別の結婚経験（累積結婚確率）の軌

跡を出生コーホートごとに描いたものである．このグラフは，横軸に示された年齢までに

何割の者が結婚を経験するかを示している．なお，以下では「結婚」という言葉を，とく

に断らないかぎり初婚を指す言葉として用いる．

この図からは，年長コーホートほど，若い年齢で結婚した様子を容易にみてとることが

できる．1930年代生まれの男性は，約90％が30歳までに結婚しており，1930年代から1940

年代生まれの女性は，30歳に達する前にほぼ皆婚の状態になっている．

結婚がはっきりと遅れはじめるのは，男女とも1950年代前半生まれからである．この世

代が25歳に達するのは1976年から1980年だから，未婚化が始まったのは，1970年代半ばで

あることを確認できる．1940年代生まれの男性でも30歳ぐらいから結婚の遅れが認められ，

これもまた1970年代半ばに当たる．

このデータで一番若い1960年代後半生まれでは，30歳時点で男性のおよそ40％，女性の

30％が結婚を経験していない．この世代が30歳代前半に達するのは2000年前後の時期に当

―9―

7）1920年代生まれは適齢期が第1の晩婚化の時期と重なるため除外した．また，分析サンプルは，結婚の生存

分析（図3）では，初婚年齢不詳の者を除く5,817人（男性2,784人，女性3,033人），多変量解析では，初婚年

齢，学歴，初職，生育地，きょうだい数のいずれかに欠損値のあるケースを除く5,622人（男性2,714人，女性

2,908人）である．

8）http://www.wdc-jp.com/jsfs/committee/contents/index.htm



たる．そこで，2000年国勢

調査の「30～34歳」未婚率

（図 2）と比べると，ほぼ

同じ水準である．NFRJ98

データは国勢調査とよく対

応している．国勢調査でも

男性の未婚率上昇のペース

の方が女性のそれよりも速

いが，図3のグラフからも

男性の未婚化が女性に（夫

婦年齢差を考慮しても）先

行している様子がうかがえ

る９）．未婚化は，女性主導

というよりも，男性主導で

進んできたという印象であ

る．

前述したように，オッペ

ンハイマーとイースターリ

ンは，若者の経済力低下の

影響を重視した．日本でも，

バブル経済崩壊後の「失わ

れた10年」の間に，新卒正

規採用の抑制と非正規雇用

化が同時進行して，若者の

経済的地位が悪化した（玄

田 2001）．しかし若者の相

対的な経済力の低下は，

1970年代の終わりから始まっていたとみることもできる．

表1は，20世紀後半に成人した世代が，20～34歳の間に経験した年平均の実質経済成長

率と賃金増加率を示したものである．この表から，成人前期におけるマクロ経済の状況が，

何年に生まれたかによってどのくらい異なるかがわかる．1940年代生まれまでは，毎年給

与が10％程度増加するなかで結婚していった．これに対して，1950年代後半生まれは5％

成長の時代，1960年代生まれは3％成長の時代，そして，1970年代生まれは，ゼロ成長の
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図３ 結婚の累積確率：出生コーホート別

注）カプラン・マイヤー法により推定．
資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年）

9）男性では1940年代生まれから，最終的な未婚率の上昇をともなう形で晩婚化が進んできたが，女性の1950年

代生まれでは，結婚の遅れは始まったものの，最終的な未婚率は1930年代・40年代生まれとあまり変わらない．

図2（国勢調査）でみても，このコーホートの女性の生涯未婚率は6～7％である．金子（2004）が人口動態

統計と出生動向基本調査を使った精密な分析によって明らかにしたように，1950年代生まれの女性たちはもっ

ぱら晩婚化のみを進めた．女性において，本格的な未婚化が始まったのは1960年代生まれからである．



時代に卒業・就職して結婚期をむかえたの

である．

もちろん記述的な統計だけでは，擬似的

な相関の可能性を排除できない．マクロ経

済状況と未婚化の間に実質的な関連がある

かどうかを知るためには，多変量解析の手

法により，経済成長が若者自身の社会的・

経済的地位にどのような影響を与えて結婚

に影響するのか，因果経路を特定する必要

がある．

筆者はこうした観点からイベント・ヒス

トリー分析を行って，1970年代半ば以降の

経済成長の減速にともなう階層格差の拡大

が，未婚化の主要な原因であることを見い

だした（加藤 2001a,2001b,2004）．前述

したように，本稿の目的は，この分析モデルに文化的ないしイデオロギー的な要因を組み

込んで，未婚化現象の総合的な説明を試みることにあるが，そのためには，前回の分析結

果を把握しておくことが前提になるので，まずは社会経済的要因について再論・再分析を

行いたい．

さて，表3と表4は，NFRJ98データを用いて，結婚に対する社会経済的要因の効果を，

イベント・ヒストリー分析により推定した結果である．分析モデルには，社会経済的地位

の指標として「学歴」「職業（初職）」「出身階層」の3つの変数を，マクロ経済状況の指

標として「経済成長率」を投入した．再分析にあたり，新たに「きょうだい数」「きょう

だい構成（続柄）」「生育地（都市規模）」をコントロール変数として加えている（分析結

果の全体は付表1と付表2参照）．

学歴は，回答者の最終学歴を「高校以下」「短大・専門学校」「大学以上」の3カテゴリー

にまとめた．「短大・専門学校」には，短大，高専，各種専門学校（高卒後）が含まれる．

職業カテゴリーは，回答者が学校卒業後はじめて（かつ結婚前に）就いた職業の職種，

従業上の地位，企業規模を組み合わせて構成した．「専門・技術職」「大企業・団体」「中

小企業・団体・自営」「臨時雇い・無職」の4つのカテゴリーからなる．「専門・技術職」

は専門・技術系の職業，「大企業・団体」は官公庁を含む従業員500人以上の企業・団体の

正社員・正職員（専門・技術系を除く），「中小企業・団体・自営」は従業員500人未満の

企業の正社員・正職員および農林漁業を含む自営業者（専門・技術系を除く），「臨時雇い・

無職」はパート・アルバイト・派遣・内職（専門・技術系を除く）および無職の者である．

出身階層は，回答者が15歳の時の父親（または主な養育者）の職業を用いて「管理職以

上」「一般従業者」「非農自営」「農林自営」「臨時雇い・不明」の5カテゴリーを設定した．
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表１ 成人前期のマクロ経済状況（％）

出生年
20～34歳の
時の暦年

年平均
経済成長率

年平均
賃金増加率

1930 1950～64 9.6 8.5

1935 1955～69 9.8 9.1

1940 1960～74 9.2 13.7

1945 1965～79 6.8 13.7

1950 1970～84 4.5 11.1

1955 1975～89 4.1 5.7

1960 1980～94 3.3 3.3

1965 1985～99 2.6 2.0

1970 1990～04 1.5 0.7

1975 1995～09 0.7 -0.4

注）経済成長率は前年比実質GDPによる．ただし
暦年1950～55年の期間は実質GNE．
賃金増加率は名目賃金（現金給与総額・事業所
規模30人以上）をもとに算出した．

資料）「日本長期統計総覧」「国民経済計算」「毎月
勤労統計調査」



企業・団体に勤めていた者については，課長相当職以上の管理職と経営者を「管理職以上」

とし，それ以外の正社員・正職員を「一般従業者」とした．どちらも公務員を含む．自営

業については，農林漁業か否かで「非農自営」と「農林自営」に分けた．そして，臨時雇

い，無職（少数），不明を「臨時雇い・不明」にまとめた．なお，以上3つの社会階層変

数の出生コーホート別分布を表2に示した．

ところで，職業（初職）は，年齢が進むにつれて値が「無職」から他のカテゴリーへと

変化する時間可変変数（time-varyingvariable）である．たとえば，23歳で大企業に初

就職した人は，22歳までは「無職」，23歳以降「大企業・団体」となる．同様に，学歴も

時間とともに変化し得るが，職業と異なり，結婚が始まる時点（19～20歳）でほぼ決まっ

ているとみなせるので，これは時間不変変数（time-constantvariable）として扱うこと

ができる．

経済成長率は，年齢各歳に対応する西暦年を中心とした前年比実質国内総生産の7年移

動平均を用いている10）．もちろんこれも時間可変変数である．

なお，図3の累積結婚確率のグラフでは，15歳から40歳の観察期間を設けて未婚化の趨

勢を確認したが，多変量モデルでは，結婚がほとんど起きていない初期と末期の期間を除

外して，観察期間を19歳から35歳とした．

前述したように，本節では経済成長の低下にともなう階層格差拡大と未婚化との関連に
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表２ 社会階層変数の分布：出生コーホート別（％）

男 性 女 性

1931-50年 1951-70年 1931-50年 1951-70年

学 歴 高校以下 988 (71.6) 645 (48.3) 1,181 (80.3) 739 (51.4)

短大・専門学校 91 (6.6) 202 (15.1) 228 (15.5) 552 (38.4)

大学以上 300 (21.8) 488 (36.6) 61 (4.1) 147 (10.2)

職業（初職） 専門・技術職 181 (13.1) 247 (18.5) 134 (9.1) 287 (20.0)

大企業・団体 284 (20.6) 311 (23.3) 198 (13.5) 328 (22.8)

中小企業・団体・自営 835 (60.6) 689 (51.6) 769 (52.3) 653 (45.4)

臨時雇い・無職 79 (5.7) 88 (6.6) 369 (25.1) 170 (11.8)

出身階層 管理職以上 230 (16.7) 317 (23.7) 275 (18.7) 325 (22.6)

一般従業者 362 (26.3) 618 (46.3) 368 (25.0) 645 (44.9)

非農自営 215 (15.6) 137 (10.3) 215 (14.6) 179 (12.4)

農林自営 458 (33.2) 195 (14.6) 507 (34.5) 217 (15.1)

臨時雇い・不明 114 (8.3) 68 (5.1) 105 (7.1) 72 (5.0)

注）職業は結婚前の分布．初職が結婚後のケースはこの表では「臨時雇い・無職」に分類されている．
カテゴリーの詳細は本文を参照．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年）

10）7年移動平均を用いるのは，短期の変動を除去した経済成長の中長期の趨勢を指標化するためである．7年

移動平均は日本の経済成長の歴史的な時期区分とよく対応するといわれ（中村 1993），マクロ経済の成長力の

指標としてより適切である．これのかわりに，実質GDPの自然対数や1人当たりGDP成長率を指標に用い

る方法もありうるが，これらの変数と7年移動平均との間には0.9前後の高い相関があり，どれを投入しても同

様な結果が得られる．本研究では直観的なわかりやすさを考慮して，7年移動平均を用いている．



関心がある．これは，分析技術的には，経済成長率と社会階層の交互作用効果を検討する

ことで確認できる．そこで，主効果のみのモデル1とともに交互作用項を投入したモデル

2を推定した．また，要因の効果の強さが時間経過とともに変化する可能性が考えられる

ので，モデル2については，観察期間を5年間隔の3つの局面に分けて推定して，結婚し

ていくプロセスをモデル化した．
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表３ 結婚の要因：社会階層と経済成長【男性】

モデル1 モデル2

全期間 全期間 20～24歳 25～29歳 30～34歳

学歴 〔大学以上〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 1.02 0.75† 1.43 0.73 0.49†

高校以下 1.27**** 1.07 3.40*** 0.91 0.55*

職業（t年） 〔大企業・団体〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

専門・技術職 1.02 0.73* 0.64 0.68† 0.73

中小企業・団体・自営 0.90† 0.56**** 0.53* 0.54*** 0.61†

臨時雇い・無職 0.55**** 0.37**** 0.41* 0.43* 0.26*

出身階層 〔一般従業者〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 1.13† 0.99 0.75 0.97 1.39

非農自営 1.01 1.17 1.81 0.84 2.14*

農林自営 1.14* 1.28† 1.02 1.35 1.39

臨時雇い・不明 1.01 0.76 0.94 0.71 0.87

生育地 〔農山漁村〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

地方小都市 0.93 0.93 0.96 0.93 0.72*

大都市・中心的都市 0.81*** 0.82** 0.84 0.78** 0.70*

経済成長率（t年） 1.06**** 0.98 0.87* 0.98 1.15*

経済成長率（t年）× 学歴

〔大学以上〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 - 1.07* 1.08 1.04 1.10

高校以下 - 1.03† 0.98 1.03 1.07

経済成長率（t年）× 職業（t年）

〔大企業・団体〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

専門・技術職 - 1.06* 1.07 1.07* 1.11

中小企業・団体・自営 - 1.08**** 1.13** 1.09*** 1.05

臨時雇い・無職 - 1.07* 1.10 1.07 1.11

経済成長率（t年）× 出身階層

〔一般従業者〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 - 1.03 1.09† 1.02 0.98

非農自営 - 0.98 0.90† 1.03 0.92

農林自営 - 0.98 1.02 0.99 0.94

臨時雇い・不明 - 1.04 1.05 1.03 0.99

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）離散時間ロジット・モデルにより推定．
〔 〕は基準カテゴリー．数値はオッズ比．（t年）は時間可変変数．
「年齢」「きょうだい数」「きょうだい構成（続柄）」の影響をコントロール．
推定結果の全体は付表2を参照．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年）



表中の数値は，カテゴリー変数では基準カテゴリーに対するオッズ比（相対的な結婚確

率relativelikelihood11））であり，連続変数では1単位（経済成長率ならば1％）の増加

に対するオッズの変化量である．この値が1より大きいほど結婚する可能性が高いこと，
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表４ 結婚の要因：社会階層と経済成長【女性】

モデル1 モデル2

全期間 全期間 20～24歳 25～29歳 30～34歳

学歴 〔高校以下〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 0.66**** 0.62**** 0.47**** 0.81 0.88

大学以上 0.56**** 0.80 0.24**** 1.57† 1.58

職業（t年） 〔中小企業・団体・自営〕1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

大企業・団体 0.98 0.92 1.05 0.77 0.57

専門・技術職 1.05 1.01 0.86 1.21 0.54

臨時雇い・無職 0.89* 0.60** 0.66† 0.73 0.51

出身階層 〔一般従業者〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 1.19** 1.18 1.40† 0.87 1.84

非農自営 1.04 0.87 1.24 0.47** 1.12

農林自営 1.30**** 1.30† 1.56* 1.17 0.89

臨時雇い・不明 0.97 1.48† 1.81† 1.13 2.18

生育地 〔農山漁村〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

地方小都市 0.91 0.91+ 0.89+ 0.95 0.92

大都市・中心的都市 0.76**** 0.76**** 0.71**** 0.83 0.74

経済成長率（t年） 1.06**** 1.05** 1.04* 1.06† 0.95

経済成長率（t年）× 学歴

〔高校以下〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 - 1.01 1.04 1.03 1.04

大学以上 - 0.93* 1.05 0.92† 0.88

経済成長率（t年）× 職業（t年）

〔中小企業・団体・自営〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

大企業・団体 - 1.01 0.99 1.05 1.19†

専門・技術職 - 1.00 1.01 0.98 1.25†

臨時雇い・無職 - 1.06** 1.05 1.03 1.13

経済成長率（t年）× 出身階層

〔一般従業者〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 - 1.00 0.97 1.06 0.93

非農自営 - 1.03 0.98 1.13** 1.02

農林自営 - 1.00 0.98 1.03 0.93

臨時雇い・不明 - 0.94† 0.90* 1.00 0.77

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）離散時間ロジット・モデルにより推定．
〔 〕は基準カテゴリー．数値はオッズ比．（t年）は時間可変変数．
「年齢」「きょうだい数」「きょうだい構成（続柄）」の影響をコントロール．
推定結果の全体は付表2を参照．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年）

11）厳密にいえば，オッズはprobabilityとは異なる概念である．オッズを「見込み」や「効き目」などと訳し

たり，「オッズ」のまま使うこともできるが，いずれも結婚の文脈においては日本語表現としてこなれないの

で，以下では「確率」の語をlikelihoodの意味で用いることにしたい．



1より小さいほど結婚する可能性が低いことを意味する．事前の分析の結果から，男性で

は相対的に低階層の者の結婚が遅れ，逆に女性では相対的に高階層の者の結婚が遅れるこ

とが予想されたので，学歴と職業については，階層効果の違いをみるために男女で基準カ

テゴリーを替えている．

まず，表3の男性の結果をみると，モデル2で経済成長率と職業（とくに中小企業）と

の交互作用が，危険率1％水準で有意になっていることが注目される．交互作用モデルで

は，3つの社会階層変数の主効果の値は，経済成長率が0％のときに，実質的にどういう

事態になるかを表していると解釈できる12）．それゆえ，モデル2（全期間）の推定結果か

ら，中小企業雇用者（および自営業者）の結婚確率が，ゼロ成長下では，大企業雇用者の

2分の1程度（56％）の水準にとどまることがわかる．その人口規模から考えて，彼らが

男性の未婚化の主役であるといってよい．

中小企業雇用者にも増して厳しいのは，臨時雇いの階層である．ゼロ成長下では，彼ら

の結婚確率は大企業雇用者の40％程度，中小企業雇用者と比べても70％にすぎない．「フ

リーター」とよばれる非正規雇用の若者たちの多くがこの階層に属している．

ゼロ成長下では，このような状況であるが，高度成長期にはかなり事情が違っていた．

経済成長率と職業の交互作用項をみると，有意なプラスの効果を示している．経済成長率

が1％上昇すると，中小企業雇用者の結婚確率が8％程度増加して，結婚の階層格差が縮

小するという結果である．

では，経済成長率が0％，3％，あるいは9％になった場合，結婚確率はどう変化する

だろうか．表3のモデル2の推定値を使って，経済成長率の水準ごとに「大企業・団体」

に対する「中小企業・団体，自営」のオッズ比を算出したところ，図4のようになった．

この図からは，経済成長率が上昇す

るほど，両者の結婚確率の格差が縮

小する様子がよくわかる．9％程度

の成長が続けば，中小企業の男性で

も，大企業の男性と同等以上の結婚

のチャンスを享受することができる．

このように経済成長には，結婚に対

する社会階層の効果を緩和する効果

がある．1970年代半ば以降，マクロ

経済の成長力低下にともなって，こ

の緩和効果がじょじょに衰えていっ

たことが男性の未婚化の主因である．

一方，表4の女性の推定結果をみ

ると，職業の効果が「臨時雇い・無
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12）この分析モデルでは，複数の要因の効果はオッズ比のかけ算によって算出する．ゼロ成長のときには，経済

成長率および経済成長率と社会階層の交互作用項のオッズ比はすべて1.00になるので，これらの変数を無視で

きる．

図４ 経済成長率の水準別にみた結婚の階層格差【男性】
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注）数値は「大企業・団体」に対する「中小企業・団体・自営」
のオッズ比．
表3の推定結果より算出．



職」を除きほとんど有意になっていない．経済成長率の主効果は，20歳代においてプラス

の効果を示しているが，職業との交互作用項が有意になっていないことから，経済成長は

本人の職業とは別の経路を通って女性の結婚に影響していると考えられる．30歳代前半で

は，危険率5％水準で有意になっている要因がまったくなく，経済成長率と職業の交互作

用項がプラスの有意傾向を示しているのみである．全体として，職業やマクロ経済は女性

の結婚に対して直接的な影響を与えておらず，男性の分析結果と好対照をなしている．

学歴の効果は，男女ともに，時間経過とともに大きく変動する．男性の結婚確率は，20

歳代前半では，高卒者の方が大卒者よりも圧倒的に（3.4倍）高いが，20歳代後半になる

と両者の差は消失し，30歳代前半では，今度は逆に大卒者の結婚確率が高卒者の2倍近く

まで増加する．このように大卒者が高卒者にキャッチアップするため，全期間（モデル

2）でみると，男性の結婚確率の学歴差は小さい．

女性でも，20歳代前半においては，大卒や短大卒の結婚確率は高卒者に比べてかなり低

く，2分の1から4分の1程度にとどまる．しかしこの効果は長くは続かず，20歳代後半

になると，短大卒の女性と高卒女性の結婚確率の差は縮まって有意でなくなり，大卒女性

の結婚確率は，20歳代前半とは逆に，高卒女性の1.5倍程度にまで上昇する（10％水準で

有意傾向）．ここから，大卒女性が男性ほどではないものの，30歳を前にキャッチアップ

を試みている様子がうかがえる．そのため全期間（モデル2）でみると，高卒女性と大卒

女性の結婚確率の差は有意にならない．

周知のように，女性の高学歴化は未婚化の要因の定番とされてきた．たとえば，この立

場を代表する津谷（2006，2009a，2009b，2011）は，全国調査データのイベント・ヒス

トリー分析を行って，「高学歴化による結婚・出産をめぐる女性の機会コストの増大」が

未婚化の主因であると繰り返し主張してきた．しかし津谷の分析では，もっぱら主効果の

みのモデルが使われており，結婚過程も考慮されていない．いいかえれば，彼女の分析は，

本稿のモデル1（全期間）の段階にとどまっている．表4をみれば，主効果のみの分析だ

けでは不十分なことがわかるだろう．一方，結婚過程を考慮したモデル2は，高学歴化の

効果が主として在学期間の延長による効果であることを示唆している．この効果が20歳代

後半以降に減衰さらには逆転するのはそのためである．いいかえれば，もし自立仮説のい

うとおり，高学歴化の効果の実質が女性の経済的自立（機会コストの増大）にあるならば，

20歳代後半以降においても結婚を強く抑制しつづけるはずである 男性の結婚に対する

職業（低階層）の効果がそうであるように．

確かに，2000年「国勢調査」によれば，25～29歳女性の学歴別未婚率は，高校卒45％，

短大・高専卒57％，大学・大学院卒69％（30～34歳女性のそれは，高校卒23％，短大・高

専卒27％，大学・大学院卒33％）となっており，高学歴者ほど未婚率が高い傾向がみられ

るが，表4の分析結果は，こうした差には学歴の効果だけでなく，他の要因の効果も関わっ

ている（交絡している）ことを示している．実際，廣嶋（2009）は，「国勢調査」を用い

て，学歴による未婚率の要因分解を行い，1970～2000年の未婚率の上昇量のうち高学歴化

によって説明できるのは24％にすぎないこと，残りの76％は高学歴化とは無関係の社会的
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要因によることを示した．廣嶋の知見は本稿の分析結果とも整合的である．

出身階層については，階層が高いと（それゆえ結婚前の生活水準が高いと）結婚が遅れ

るという，山田（1996,2000）が想定するような傾向は，男女ともに確認できなかった．

むしろ「管理職以上」の家庭出身者の方が「一般従業者」の場合に比べて結婚の可能性が

高くなる傾向がうかがえる（表4のモデル1）．また，ゼロ成長下では，非農自営層の女

性において20歳代後半の結婚確率が半減するが，これは階層が高いからというよりも，家

業の手伝いを期待されて結婚が遅れるからとみた方がより実態に近いかもしれない．いず

れにせよ，この変数は自営層そのものが長期的に縮小傾向にあることから，未婚化の要因

としての重要性は低い．

ところで，先に述べたように，今回のモデルには，以前の分析（加藤 2001，2004）で

は使用しなかった3つの変数をコントロール変数 「きょうだい数」「きょうだい構成

（続柄）」「生育地（都市規模）」 として投入している．これらについて簡単に触れてお

こう．

きょうだい数が少ないほど親元からの離脱（初離家）が遅れることは，イベント・ヒス

トリー法を用いたいくつかの実証研究で指摘されてきた（福田 2003，澤口・嶋崎 2004，

田渕 2009，Fukuda2010）．いわゆる「パラサイト・シングル論」のように，きょうだ

い数の減少が離家の遅れをもたらし，その結果若者の自立が妨げられて結婚が遅れるとい

う議論もあるので，その影響をコントロールしておいたほうがよいと考えたのである．一

方，長子やひとりっ子のように跡取りの立場にいる者はもともと離家しないことを期待さ

れてきたので，同時にきょうだい構成も考慮しておく必要があろう．また，未婚化は大都

市においてより進んでいることから，居住地の影響も詳しく分析したいところだが，残念

ながら NFRJ98では結婚前の居住地の詳細がわからない．そこで次善の策として生育

地13）の都市規模で代用することにした．生育地をコントロール変数として位置づけたのは

そのためである．

分析の結果，きょうだい数ときょうだい構成は，男性の結婚にほとんど影響していなかっ

た（推定結果は付表1・2を参照）．一方，女性では，「長子の長女」の場合，次女以下に

比べて20歳代前半の結婚確率が高くなる．ひとりっ子の女性でも，20歳代前半では結婚確

率は高くなるが，20歳代後半には大きく低下するので，全期間でみれば結婚確率は次女の

場合と変わらない．また，きょうだい数の減少は女性の結婚確率を低下させない．むしろ

女性では，きょうだい数が少ない方が20歳代後半の結婚確率が高くなる傾向がうかがえる．

以上のように，続柄やきょうだい数は未婚化とはほとんど関連しないといってよい14）．

一方，生育地は興味深い結果となったので，表3・表4に推定値を提示した．大都市や
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13）生育地は「小学校卒業までの間に，いちばん長く暮らしていた地域」である（日本家族社会学会全国家族調

査研究会編 2000）．

14）離家に関する先行研究では，きょうだい数をそのまま連続変数として投入しているが，本分析では「6人以

上」「4～5人」「3人以下」からなるカテゴリー変数を用いた．きょうだい数の効果は必ずしも線形的に働い

ているとはかぎらないからである．未婚化を進めた世代の平均きょうだい数を考えれば，「4～5人」から「3

人以下」への減少が，結婚確率を低下させるか否かが焦点となる．



地方の中心的都市で育った男性は，それ以外の地域で育った場合に比べて，20歳代後半以

降の結婚確率が20～30％程度低くなる．地方小都市で育った男性の場合でも30代前半の結

婚確率が農村部に比べて30％近く低い（10％水準で有意傾向）．他方，大都市や地方の中

心的都市で育った女性は，それ以外で育った場合に比べて20歳代前半の結婚確率が30％弱

低くなるが，20歳代後半以降は有意な差がみられない．

都市で生まれ育った者ほど，結婚確率が低下するという結果は，都市化もまた未婚化の

要因であることを示唆するが，ひとくちに都市化といっても多様な側面をもっていること

に注意が必要である．今回の分析では，この変数は職業と同じように男性に対してより強

い効果を示した．このことから，その内実は，学歴や職業では捉えきれない，都市の有す

る社会経済的な特性 たとえば狭小な住居と高い家賃など であると推察される15）．

さて，以上の分析結果は，未婚化の主因を，若い男性の経済力低下と不平等の拡大に求

めるオッペンハイマー（Oppenheimer1988,1994,1997a,2001）の議論と整合的である．

一方，「女性の自立仮説」を支持する証拠はほとんど得られなかった．そもそも女性自身

の職業は彼女たちの結婚に対して統計的に有意な影響を与えていない．また，意識調査の

結果をみても，日本の未婚女性（18～34歳）のうち「一生結婚するつもりはない」と考え

ている者は，1980年代以降一貫して5％前後にとどまっており，積極的な非婚主義者は少

ない（「出生動向基本調査」1982～2005年）．

前述したように，自立仮説はアメリカにおいても十分に実証されていない．たとえば，

メガン・スウィーニーは，「全米縦断調査（NationalLongitudinalSurveys）」を用いた

イベント・ヒストリー分析によって，女性自身の経済力がむしろ結婚を促進する効果をも

つことを明らかにした．「分析結果は全体としてオッペンハイマーの結婚理論を支持する

とともに，ベッカーによる結婚のモデルが失効したことを示した」（Sweeney2002）ので

ある．

日本でも，福田節也が「21世紀成年者縦断調査」の個票データを用いて1968年から1982

年に生まれた若い世代の女性を対象にイベント・ヒストリー分析を行い，高学歴，専門職，

高収入など，女性の自立の指標となる変数がいずれも結婚確率（ハザード率） とくに

26歳以降の結婚確率 に対してプラスの効果を示すという結果を得ている（Fukuda

2009）16）．前述したように表4においても，ゼロ成長下では，高学歴女性ほど20歳代後半

以降の結婚確率が高くなる傾向がうかがわれており興味深い（10％水準で有意傾向）．こ
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15）生育地で代用してはいるが，3つのカテゴリーで捉えているので，移動のないケースはもちろんのこと，移

動はしても（都市から都市への移動など）結婚までカテゴリーの変化は起きていないケースも十分に多いと考

えられる．また，筆者の直系家族形成（結婚以後の親子同居）に関する研究でも，都市規模の効果を同様に解

釈できる結果が得られている（加藤 2003b,2005）．今後さらに検討を進めたい論点である．なお，本稿の後

半において推定する社会文化的変数（結婚の社会支援指標）を投入したモデルでも，生育地の推定値はほとん

ど変わらない．

16）最近福田は，家計経済研究所の「消費生活に関するパネル調査」データを用いて1960年代および1970年代生

まれの女性を対象に同様の分析を行い，女性の経済力（稼得能力）を示す変数が1960年代生まれでは結婚に対

して負の効果をもつものの，1970年代生まれではこれが正の効果へと転じることを明らかにした．しかし，

1970年代生まれでいっそうの未婚化が進んだことからもわかるように，その効果は未婚化に歯止めをかけるほ

どの力はもっていない（福田 forthcoming）．



の結果もまた女性自身の経済力が弱いながらも結婚促進的に働く可能性を示唆しているの

かもしれない．いずれにせよ，女性の経済的自立は未婚化の主因とはいえず，副次的な要

因とみなすのが妥当である．

では，女性の未婚化の主因は何であろうか．

加藤（2004）は，男性の未婚化が女性の未婚化に先行したという事実（図2・図3）か

ら，それを男性の未婚化による，女性側の結婚相手の選択可能性の低下に求めた．すなわ

ち，マクロ経済成長の鈍化にともなって，相対的に低階層の男性で未婚化が進むと，経済

的に容易に結婚可能な男性の人口規模が漸進的に縮小する．これが女性の配偶者選択の幅

を狭めて，女性の間に結婚難の状況をもたらしたということである．

実際，ジェームズ・レイモと岩澤美帆は，とくに高学歴女性（短大卒・大卒）の間で結

婚相手の供給不足が生じていることを実証した（RaymoandIwasawa2005）．彼らは

「出生動向基本調査」のデータにより，学歴別に未婚者の男女比を算出して，学歴階層ご

との結婚相手の得られやすさを表す指標を作成した．そのうえで，1980～95年の初婚率の

低下量を，結婚相手の供給可能性の変化による部分とそれ以外の要因による部分に分解し

た．結果は，高学歴女性の初婚率低下の3分の1から4分の1を，結婚相手の供給不足に

よって説明できるというものであった．

以上のような社会経済的要因による説明は，1970年代半ば以降の未婚化によく当てはま

る．グローバル化にともなう非正規雇用の増加とそれが生みだす社会問題を経験した現在

では，「成長の時代」が終焉へと向かっていくなかで，若い世代の経済力が低下して未婚

化をもたらしたという説明は理解しやすいものだろう たとえ想像力を働かせて時間的

視野を1970年代まで広げなければならないとしても．

とはいえ，視野をさらに拡大して，図1に示したように戦前までを含めるならば，一つ

の疑問が浮かび上がる．すなわち，十五年戦争の時代には，戦時動員と経済的困窮によっ

て，結婚年齢が大きく変動した．しかしこの第1の晩婚化においては，敗戦後の貧しさの

なかでも，30歳以上の未婚率はさほど上昇せずに，基本的には皆婚パターンが維持された．

それはなぜだろうか．

社会学や民俗学が明らかにしてきたように，高度成長期以前の日本には，結婚をめぐっ

て多様な慣習文化が存在した（後述）．第1の晩婚化においては，これが若者たちを結婚

へと導く社会文化的なしくみとして働いたと考えられる．

経済学的分析では見落とされがちなことであるが，結婚はすぐれて社会的な制度であ

る17）．それゆえ，未婚化の社会経済的要因を明らかにしただけでは，その全体像を捉えた

ことにはならない．本稿で紹介したオッペンハイマーやベッカーによる研究も，暗黙のう

ちに欧米（とくに北西ヨーロッパ）の結婚慣習・実践を前提にしているので，彼らの理論

を日本に適用する際には文化的基盤 再生産システムを支えているソーシャル・キャピ
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17）筆者は結婚を次のように定義している．「結婚（婚姻）は，夫婦を結びつけると同時に，夫の社会関係と妻

の社会関係を接合することによって社会的連帯を促進し，生まれてくる子どもには社会的地位（権利と義務）

を与えて，家族・親族・社会の組織化と再生産のかなめとなる，すぐれて社会的な制度である」（加藤 2010）．



タル の違いを考慮する必要がある．

1970年代以降，日本の結婚文化は，どのように変化し，あるいは変化しなかったのだろ

うか．以下では，より社会学的な観点から，未婚化現象の社会文化的側面について考察・

検討したい．

Ⅳ 「第2の人口転換論」と個人主義のイデオロギー

ヨーロッパ圏においては，1960年代半ば以降，急速に出生率が低下し，1970年代には多

くの国で人口置き換え水準を下回るようになった．これと平行して，北西ヨーロッパを中

心に，婚前性交渉，未婚同棲，婚外子，離婚・再婚が増加し，夫婦関係に対して宗教的・

社会的承認を求めない態度が普及した．また，このような「結婚からの離脱」が進む過程

で，それを技術的に可能にする経口避妊薬，コンドーム，不妊手術などが普及し，人工妊

娠中絶も合法化された．こうした一連のプロセスは「第2の人口転換」とよばれる．

これらの行動はどれも伝統的なキリスト教，とくにカトリック的な価値観からみれば，

大きな逸脱であり，「革命的」ともいえる変化である．それゆえ，背後にヨーロッパ人の

根底的な価値観の変化が想定されることになった．

「第2の人口転換」の命名者であるレスタギとヴァン・デ・カーはそれぞれ，これを価

値観の「世俗化・個人化（secularizationandindividuation）」（Lesthaeghe1983），「保

守主義から進歩主義への変化」（vandeKaa1987）と表現する．人びとは「自己実現を

めざし，個人の自由を大切にし，自分の心の豊かさを物質的豊かさよりも重視」し，「宗

教の教義には固執せず，自分の生き方や人間関係を自分自身で決定する」（VandeKaa

2002）ようになった．その結果，結婚や出産に対する価値も「利他主義」（子どものため）

から「個人主義」（夫婦のため／自分自身のため）へと変化した（VandeKaa1987，2002）．

このように「第2の人口転換は自己発達や自己実現のイデオロギーに基礎づけられている」

（LesthaegheandvandeKaa1986，VandeKaa2002）．一口にいえば，カトリック的価

値観から，個人の自由・自己決定・自己実現を最優先におく個人主義的価値観へと，価値

観が本質的に変化したことが第2の人口転換をもたらした，と彼らは主張するのである．

こうした価値観の変換の原因としては，第2次世界大戦後の経済成長によって，社会福

祉制度が整備され，高等教育が普及したことが指摘されてきた．それとともに，経済のサー

ビス化による女性の就業率の上昇もよくとりあげられる．つまり，女性たちは，経済的自

立を達成したことで，再生産に関わる行動 性，恋愛，同棲，結婚，出産，中絶，出産

時期や子ども数など をより主体的に自己選択・自己決定するようになった，という説

明である．

レスタギとヴァン・デ・カーは，こうした価値観の変換は一時的なものではなく，すで

に「構造化」された不可逆的な過程であり，北西ヨーロッパや北米に留まらず，南欧・東

欧，さらにはアジアやラテンアメリカへと，タイムラグをともないながらも，拡がりつつ

ある，と考えている（VandeKaa2002）．

―20―



しかしながら，「第2の人口転換論」の日本への適用には慎重な議論が多い（河野 2007）．

確かに，出生率は超低水準まで低下し，離婚率も上昇してきたが，婚外子の出生割合は20

世紀の半ば以降年間1～2％程度で安定しており，それが50％前後におよぶ すなわち，

出生児の約半数が結婚していないカップルから生まれる 北欧諸国やイギリス・フラン

スとは雲泥の差がある．1990年代以降日本でも増加傾向にあるとされる同棲についても，

経験者の割合でみれば，30歳代前半の未婚女性の11％（2005年），既婚女性の20％（2004

年）に達する．しかし，現在（調査時点で）同棲中の未婚女性の割合は2～3％の水準に

留まっており18），それが4割を超える北欧諸国（Kiernan2004a，2004b）とは大きな開き

が存在する．

それどころか，2000年代に入っても日本では男女交際じたいが著しく低調である．表5

に示したように「出生動向基本調査」によれば，2005年現在で，30歳代前半の未婚女性の

51％，未婚男性の56％が，恋人はおろか異性の友人すらもっていない19）．無回答を加えれ

ばその水準は，59％（女性）から63％（男性）に達する．だからといって，結婚への意欲

が低いわけでは決してなく，この調査では，男女とも30歳代未婚者の約90％が「いずれ結

婚するつもり」と答えている．

一方，「一生結婚するつもりはない」という，生涯独身志向の者の割合は男女とも30歳

代前半の未婚者の10％に満たず少数派であるが，その約80％は異性の交際相手（友人を含

む）をもっていない．この事実は「伝統的価値」にとらわれずに独身のまま恋愛やパート

ナー関係をエンジョイしている「非婚派」は，ごくわずかであることを示している．日本

でも「第2の人口転換論」が想定するような「男女のパートナーシップ変容」が起きつつ

あると期待する向きもあった（落合 1997，善積 2004）．しかし，これらの統計からみえ
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18）同棲に関する未婚者のデータは2005年「第13回出生動向基本調査」，既婚者のデータは2004年「第1回人口・

家族・世代世論調査」（毎日新聞社）による．

19）2010年に内閣府が全国1万人規模で行った「結婚・家族形成に関する調査」によれば，30歳代未婚男性の27

％，同未婚女性の15％が恋人との交際をまったく経験したことがない．この調査は調査会社登録モニターを対

象としたインターネット調査であるが，その点を考慮しても非常に高い水準である．

表５ 未婚男女の交際状況（1997～2005年）
（％）

男 性 婚約者がいる 恋人がいる 異性の友人がいる交際相手はいない 不 詳

年齢／年次 97 02 05 97 02 05 97 02 05 97 02 05 97 02 05

30～34歳 4.3 4.5 3.0 16.6 14.0 18.9 15.7 12.4 14.8 52.2 55.3 55.5 11.2 13.7 7.8

35～39歳 2.8 1.5 2.4 10.5 10.8 12.4 15.3 9.0 13.1 64.1 63.5 65.3 7.3 15.2 6.8

参考40歳代 0.5 1.1 1.1 5.5 7.9 7.5 12.2 11.0 10.0 68.2 65.2 68.3 13.7 14.8 13.1

男 性 婚約者がいる 恋人がいる 異性の友人がいる交際相手はいない 不 詳

年齢／年次 97 02 05 97 02 05 97 02 05 97 02 05 97 02 05

30～34歳 3.8 4.0 5.4 22.4 27.0 23.7 17.2 12.9 12.4 50.9 45.1 51.2 5.8 11.1 7.4

35～39歳 2.7 2.4 2.7 18.1 20.4 17.6 14.1 9.5 12.5 57.0 51.2 55.3 8.1 16.6 11.8

参考40歳代 2.1 0.9 0.8 18.1 9.4 11.0 18.1 10.3 12.5 49.2 59.2 66.3 12.4 20.2 9.5

資料）「出生動向基本調査」
出典）国立社会保障・人口問題研究所（2007）



てくるのは，日本の未婚者たちの多くが個人主義的にパートナーをみつけ出して結婚する

という性向（disposition）を欠いている，という事態である．異性の友人すらもたない30

歳代の未婚者が，数年以内に自力で結婚（ないし同棲）するのは，不可能ではないにして

も，非常に困難なことだろう．

以上のように，行動レベルでは個人主義が実現していないとしても，自己選択・自己決

定・自己実現などを「進歩」とみなす「イデオロギーとしての個人主義」は，戦後啓蒙的

知識人により「個人の自律」のイデオロギーとして称揚されて以降じょじょに普及し，

1980年代終わりのバブル経済のころからは，過剰といえるほどにまで広まった（小田

中 2006）．

とくに，1990年代の日本はバブル経済の崩壊と国際経済のグローバル化が重なったこと

で「失われた10年」とよばれる長期停滞に陥った．そうしたなか新自由主義（あるいは市

場原理主義）にもとづく構造改革が盛んに喧伝され，「個人の能力」「競争原理」「成果主

義」「自己責任」が強調されて，企業をある種の共同体として統治する日本的経営が否定

された（東京財団 2001，東京大学社会科学研究所 2005，中谷 2008，朝日新聞「変転経

済」取材班 2009，坂井・岩永2011）．「成長の時代」が終わり，社会全体のパイが増えな

くなるなか，誰かがより多くを得るためには，競争して，他の誰かの取り分を減らす必要

が生じたのである．その結果，1980年代には「利己的」ふるまいとみなされていた，個人

の利益を最大化する行為は「合理的」と考えられるようになった．

教育の世界では「個の確立」「自己実現」「個性をのばす教育」が盛んに奨励された（本

田 2005）．しかし青少年の売春や自殺が増加するなかで，青年たちから「なぜ性を売って

はいけないのか」「なぜ自殺してはいけないのか」「ではそもそも，なぜ人を殺してはいけ

ないのか」と問いかけられても，教育者たちは答える言葉を失うことになった（佐伯

2004，永井・小泉 2007）．このイデオロギーのもとでは，人生や性の問題は自己選択・自

己決定されるべきだからである．

家族の領域では，個人主義のイデオロギーは，家族からの「自立のイデオロギー」となっ

て表れた．バブル経済までは（地方によっては現在もなお），成人後も親元に残る長男は

孝行息子であり，結婚まで娘が親元に居続けることは当たり前であった．女子学生の場合，

一人暮らしをしていると大企業への就職は難しいともいわれた．しかしながら「パラサイ

ト・シングル論」以降は，成人後の親との同居は「依存主義」として否定的に捉えられる

ことになる．「パラサイト・シングル」（親に寄生する独身者）とは「学卒後もなお，親と

同居し，基礎的生活条件を親に依存している未婚者」のことを指す（山田 1999）．山田は

前述した未婚化の議論にもとづき，パラサイト・シングルや専業主婦を支える「依存主義

のシステム」が「未婚化，少子化の本当の原因」であると主張した（山田 1999）．

客観的には，未婚者（18～34歳）の親との同居率は，1980年代・90年代ともに男性で約

7割，女性では8割弱の水準でほぼ横ばいであった（「出生動向基本調査」）．しかし，1990

年代の不況による新卒採用の抑制と，人口規模の大きな団塊ジュニア世代（1970年代前半

生まれの第2次ベビーブーム世代）の就職期が重なったこと，さらに，その親世代にあた
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る団塊世代もリストラの脅威にさらされた それゆえ思い通りに就職できない子どもへ

の負担感が増した ことが災いして，「パラサイト・シングル」はマスメディアで大き

くとりあげられ，広範な若者バッシングを引き起こした（小谷 2006，本田・内藤・後藤

2006）．

伝統的な価値観のもとでは，親子間の関係は，人生を通じた世代間の長期的な互酬関係

として位置づけられてきた（費 1947，正岡 1981）．人生前半の親からの支援は，後半に

おける親への支援および自らの子世代への支援とセットになっている．若者期における親

からの支援のみを切り取り，これを「依存主義」として批判できるのは，自己選択・自己

決定・自己責任のイデオロギーを前提にしているからであろう．1970年代に日本土着の互

酬的な人間関係を「甘え」として否定的に捉えた議論（土居 1971）がそうであったよう

に，パラサイト・シングル論もまた，個人主義社会を「進歩的な社会」とするイデオロギー

に依拠している．

前述したように，「第2の人口転換論」は，現代ヨーロッパが利他主義から個人主義へ

と価値観の本質的な転換を経験しつつあると主張する．しかしながら，こうした価値観革

命が進歩か否かはア・プリオリに決まっているわけではない．個人主義の概念には利他主

義的な互酬性を否定する含意がある．それゆえ，日本のように基本的に工業化以降も共同

体的選択・共同体的決定・共同体的責任にもとづく再生産システムを維持してきた社会に

（後述），イデオロギーとしての個人主義を輸入しても，必ずしも生産的な結果をもたらす

とはかぎらない．

Ⅴ 共同体的結婚システムの弱体化

さて，こうした個人主義イデオロギーの普及は，結婚に対してどのような影響を与えた

のだろうか．その答えは，若者の結婚を社会的に支援する慣習的システムの弱体化である．

より簡潔に「見合い結婚arrangedmarriage」の衰退といってもよい．

かつて結婚は，若者自身の責任であるとともに，家族・親族の責任であり，地域社会や

職場などの共同体の責任でもあった20）．いいかえれば，適齢期に達したにもかかわらず結

婚相手がみつからない若者には，身近な大人たちが，つり合いのとれる配偶者の候補をつ

ぎつぎと紹介してマッチメイキングをしたのである．

そうしたマッチメイカーの役割を担う個人や夫婦を「仲人」あるいは「仲人親」という．

世話をした男女がうまく結婚に至れば，仲人は結婚式において儀礼的な役割を担い，また

結婚後は社会的（擬制的）な親子関係を結んで，後見人として新夫婦を公私にわたって支

援する．新夫婦の側は，仲人に対して定期的に贈り物をしたり，仲人に何か問題が生じた

ときには，何らかの支援をすることが期待される．結婚相手を自分でみつけた場合にも，
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20）共同体のなかの結婚慣習については，民俗学において膨大な研究の蓄積がある．古典的な研究としては瀬川

（1957）が，最近の研究では八木（2009）があげられる．総説としては網野・大林・高取・谷川・坪井ほか編

（1984），新谷・波平・湯川編（2003），八木・山崎・服部 （2008）など．



新郎新婦はしばしば自らが所属する地域社会や親族の有力者に仲人を依頼するのが通例で

あった．

こうした「仲人親」の慣習は，村落社会で発達したものではあるが，工業化と都市化が

進んだ1960年代以降においても，会社がある種の共同体としてマッチメイキングの役割を

引き受けてきた．若手男性社員の将来の配偶者候補として，新卒の女性社員を雇用する会

社も多かった．こうした会社では，職場の上司が結婚式において仲人の役割を担い，新夫

婦の後見人となるのが一般的であった．暗黙的ではあるが，これも一種の社会的親子関係

である．村落社会の場合と同様，日本的経営下の企業においても，結婚は社員の連帯と統

合を維持する機能を果たしていた．

しかし，バブル経済以降の個人主義イデオロギーの普及は，日本人の結婚を個人の自己

選択・自己決定の問題として再定義した．このイデオロギーのもとでは，若者の結婚に対

して積極的に関与することは，個人の自由の侵害という意味合いを帯びてしまう．

その結果として，地域社会のなかで仲人を務める年長者は減少し，会社が社会的な親と

して若い社員の結婚の支援をすることも少なくなった．また「能力主義」・「成果主義」の

イデオロギーによって終身雇用慣行が否定されるなかでは，たとえ会社内で出会って結婚

に至ったとしても，職場の上司が部下の結婚式の仲人を引き受けることは難しくなる．端

的にいえば，将来首を切ることになるかもしれない部下の後見人を引き受けたい人はいな

いということである．さらには，実の親でさえも息子や娘の結婚に対して意見や支援をす

ることがやりにくくなった．

実際，図5に示したように，見合い結婚の割合は1950年代の約60％から1990年代の10％

へと減少した．また，仲人をともなう結婚の割合は，1980年代の半ばまでは90％程度で推

移してきたが，バブル経済崩壊後に急減して，1990年代後半には51％になった．

その一方で，恋愛結婚の割合は1950年代前半の33％から1990年代の89％へと増え続けた．
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図５ 見合い結婚と恋愛結婚：1950～2000年 図６ 仲人をともなう結婚と仲人のいない
結婚：1950～2000年

資料）「出生動向基本調査」（第7回～第13回）
出典）国立社会保障・人口問題研究所（2007） 資料）「全国調査〈戦後日本家族の歩み〉」（2002年）



もっとも，バブル経済までは，恋愛結婚とはいっても会社内での恋愛が主流だったので，

個人主義的というよりも，その実態は共同体主義的な恋愛結婚であった．図6で「仲人あ

り結婚」が全体の8割から9割を占めているのはそのためである．実際，この図の元デー

タを使って「仲人あり結婚」の内訳をみると，夫または妻の職場関係者が仲人を務めた結

婚の割合は，1960年代の26％から，1970年代の29％，1980年代の37％へとむしろ増加して

いる．一方，夫または妻の親族・近隣関係者が仲人を務めた結婚は，1960年代の57％，

1970年代の54％から1980年代の39％への減少である．これらの統計は，仲人の担い手が親

族や地域社会から会社へと変化したことを表している．この時期の恋愛結婚は，基本的に

会社によって男女の出会いと交際がセッティングされた 集団見合いともよびうるよう

な 状況のもとでなされた結婚であり，「半ばアレンジされた結婚 semi-arranged

marriage」であった．若者たちはそうした共同体に支えられた結婚を近代核家族（恋愛

結婚と夫婦家族）のイデオロギーによって意味づけたのである．

しかし上に述べたように，バブル経済の崩壊以降，恋愛結婚イデオロギーは，性と結婚

の「自己選択」「自己決定」をより強調する個人主義的結婚のイデオロギーへと強化され

て広まった．その結果，1990年代に仲人をともなう結婚が急減したと考えられる．

この点に関して，次のような興味深い事実が確認されている．岩澤美帆と三田房美

（2005）は「出生動向基本調査」のデータを用いて，1970年代以降の初婚率の低下量を，

夫婦の出会いの経路別に分解した．その結果，全低下量の約5割が見合い結婚の減少によ

ること，4割近くが職場や仕事の関係での結婚 「職縁結婚」とよばれる の減少に

よることが判明した．その他の出会い 学校，友人の紹介，趣味サークル，街中や旅行

での出会い による恋愛結婚の発生率は40年間にわたってほとんど変わっていない．岩

澤たちの分析結果は，共同体の有するマッチメイキング機能の衰えが，未婚化の主要な要

因であることを示唆している．

そこで，この仮説を検証するために，図5・図6の「見合い結婚」と「仲人あり結婚」

の年次別比率を，結婚に対する社会的支援のレベルを表すマクロ・レベルの指標として，

モデル1・2（表3・表4）に追加投入して，結婚に対するその効果を検討してみよう21）．

先の考察から前者よりも後者の方が個人主義的結婚のイデオロギーの影響をより直接的に

反映していると考えられるので，まず後者を用いて推定したところ，表6・表7の結果を

得た．

推定結果をみると，「結婚の社会的支援指標：仲人あり結婚比率」は，男性では20歳代

前半と30歳代前半の結婚確率を，女性では20歳から34歳の全期間の結婚確率を有意に上昇

させている．予想通り，社会的結婚支援には男女とも結婚を促進する効果が存在する．逆

にいえば，「仲人あり結婚」のような共同体を基盤とする結婚システムが弱体化するほど，

結婚確率が低下して未婚化が進展するということである．

興味深いことに，男性のモデル2の30～34歳（表3）では結婚確率を押し上げる力を示

していた経済成長率の主効果が，モデル4では有意でなくなっている．この結果は，高階

層（大卒・大企業）の男性の未婚化が経済成長の低下ではなく，マッチメイキング・シス
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テムの衰えによって生じることを示唆する．その一方で，経済成長率と学歴（「高校以下」）

との交互作用効果が有意（全期間）ないし有意傾向（30～34歳）を示している．経済成長

には，結婚のチャンスの職業格差だけでなく学歴格差をも縮小する効果があるようだ．結

婚支援の効果を識別したことでモデルの説明力がやや向上した．

一方，女性のモデル2では結婚確率を有意に増加させていた経済成長率の主効果がモデ

ル4では有意でなくなっている．経済成長率と職業階層との交互作用については，モデル

2と同じくモデル4でも「臨時雇い・無職」を除きほとんど有意になっていない．この結
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表６ 結婚の要因：共同体的結婚システム【男性】

モデル3 モデル4

全期間 全期間 20～24歳 25～29歳 30～34歳

学歴 〔大学以上〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 1.03 0.77 1.48 0.75 0.52

高校以下 1.28**** 1.03 3.38**** 0.90 0.48*

職業（t年） 〔大企業・団体〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

専門・技術職 1.03 0.73* 0.66 0.67† 0.77

中小企業・団体・自営 0.90† 0.56**** 0.53* 0.54**** 0.60

臨時雇い・無職 0.55**** 0.36**** 0.41* 0.43* 0.26*

出身階層 〔一般従業者〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 1.14* 0.97 0.74 0.98 1.37

非農自営 1.00 1.06 1.67 0.81 1.90†

農林自営 1.14† 1.14 0.93 1.29 1.19

臨時雇い・不明 1.00 0.71 0.90 0.69 0.77

経済成長率（t年） 1.05**** 0.95* 0.86* 0.97 1.08

経済成長率（t年）× 学歴

〔大学以上〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 - 1.06* 1.08 1.04 1.09

高校以下 - 1.04* 0.99 1.04 1.10†

経済成長率（t年）× 職業（t年）

〔大企業・団体〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

専門・技術職 - 1.06* 1.07 1.08* 1.10

中小企業・団体・自営 - 1.08**** 1.13** 1.09** 1.04

臨時雇い・無職 - 1.07* 1.10 1.07 1.11

経済成長率（t年）× 出身階層

〔一般従業者〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 - 1.03 1.09† 1.02 0.99

非農自営 - 0.99 0.92 1.04 0.94

農林自営 - 1.00 1.03 0.99 0.96

臨時雇い・不明 - 1.06 1.06 1.04 1.01

結婚支援指標：仲人あり結婚比率（t年） 1.01**** 1.02**** 1.04* 1.01 1.02**

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）離散時間ロジット・モデルにより推定．
〔 〕は基準カテゴリー．数値はオッズ比．（t年）は時間可変変数．
「年齢」「きょうだい数」「きょうだい構成（続柄）」「生育地（都市規模）」の影響をコントロール．
「結婚支援指標：仲人あり結婚比率」は，結婚全体に占める「仲人あり結婚」の年次別比率
（図6を参照）．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年），「全国調査〈戦後日本家族の歩み〉」（2002年）



果は，女性の未婚化と経済成長の関連が間接的である すなわち経済成長の低下は男性

間の格差拡大を通じて女性の結婚に影響する という前節の結論を裏書きするとともに，

女性の未婚化に対しては，マッチメイキング･システムの衰退の方がより直接的な効果を

有することを示唆している．とくに，社会経済的要因とともに文化的要因を組み込んだモ

デル4において，唯一社会的結婚支援（「仲人あり結婚」）のみが，30歳代前半女性の結婚

に対して，危険率5％水準で有意なプラスの効果を示したことは注目に値する．

「成長の時代」が終わり，経済的に魅力のある男性が減少していくなかで それゆえ
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表７ 結婚の要因：共同体的結婚システム【女性】

モデル3 モデル4

全期間 全期間 20～24歳 25～29歳 30～34歳

学歴 〔高校以下〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 0.66**** 0.66*** 0.49**** 0.87 1.12

大学以上 0.56**** 0.88 0.24**** 1.68† 2.01

職業（t年） 〔中小企業･団体・自営〕1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

大企業・団体 0.98 0.96 1.08 0.81 0.54

専門・技術職 1.06 1.04 0.90 1.23 0.51

臨時雇い・無職 0.90† 0.56*** 0.66† 0.67 0.48

出身階層 〔一般従業者〕 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 1.20** 1.19 1.40 0.86 1.84

非農自営 1.06 0.87 1.25 0.45** 1.15

農林自営 1.32**** 1.18 1.41 1.05 0.80

臨時雇い・不明 0.98 1.41 1.73 1.05 2.54

経済成長率（t年） 1.04**** 1.03 1.03 1.03 0.90

経済成長率（t年）× 学歴

〔高校以下〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

短大・専門学校 - 1.00 1.03 1.02 0.98

大学以上 - 0.92* 1.05 0.91† 0.85

経済成長率（t年）× 職業（t年）

〔中小企業･団体・自営〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

大企業・団体 - 1.00 0.98 1.04 1.20

専門・技術職 - 1.00 1.01 0.98 1.26†

臨時雇い・無職 - 1.07** 1.05 1.04 1.15

経済成長率（t年）× 出身階層

〔一般従業者〕 - 1.00 1.00 1.00 1.00

管理職以上 - 1.00 0.97 1.06 0.94

非農自営 - 1.03 0.99 1.14** 1.01

農林自営 - 1.02 0.99 1.05 0.96

臨時雇い・不明 - 0.95 0.91* 1.02 0.75

結婚支援指標：仲人あり結婚比率（t年） 1.02**** 1.02**** 1.05**** 1.02*** 1.02*

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）離散時間ロジット・モデルにより推定．
〔 〕は基準カテゴリー．数値はオッズ比．（t年）は時間可変変数．
「年齢」「きょうだい数」「きょうだい構成（続柄）」「生育地（都市規模）」の影響をコントロール．
「結婚支援指標：仲人あり結婚比率」は，結婚全体に占める「仲人あり結婚」の年次別比率
（図6を参照）．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年），「全国調査〈戦後日本家族の歩み〉」（2002年）



客観的にはマッチメーカーの必要性が高まる状況のなかで 「半ばアレンジされた結婚」

が否定された．女性の未婚化が1960年代生まれで一気に進んだのは（図3）そのためであ

る．

さらに，モデル2では女性の結婚に対してプラスの効果を示していた「農林自営（出身

階層）」の主効果も，モデル4では有意でなくなっている（男性でも似た傾向がうかがえ

る）．一般的な結婚支援の指標を投入したことによって，農林自営層特有の結婚支援の効

果が分離されたのであろう．その他の要因（コントロール変数を含む）については，モデ

ル1・2とモデル3・4の間で違いはみられなかった．

つづいて，結婚支援の指標として，「仲人あり結婚」の代わりに「見合い結婚」の年次

別比率をモデル3・4に投入してその効果を推定したところ，表8のようになった．見合

い結婚が盛んなほど，男性では20歳代後半以降で結婚の可能性が拡大し，女性では30歳未

満の結婚が促進される．結婚支援の効果が作用する年齢に性差があるようだが，これには

見合いという支援のあり方 相対的に年長の男性，相対的に若い女性が好まれる が

関係しているのかもしれない．その他の要因については，表6・表7とよく似た結果であっ

た．

Ⅵ 結論と考察

本稿では，筆者がかつて「第1回家族についての全国調査（NFRJ98）」データを用い

て行った未婚化の社会経済的要因に関するイベント・ヒストリー分析（加藤 2001a,

2001b,2004）に，文化的ないしイデオロギー的要因を組み込んで再分析を行い，未婚化

現象の総合的な説明・解釈を試みた．

分析の結果，未婚化を推し進めてきた2つの主因を特定することができた．1つはマク

ロ経済のパフォーマンス低下にともなう階層格差の拡大である．経済成長には，結婚のチャ

ンスに格差を生じさせる社会階層の力を緩和する効果がある．1970年代半ば以降，経済成

長の低下にともない，この緩和効果が衰えたことが，潜在化していた階層本来の力を呼び

覚まして，男性の未婚化を進展させた．相対的に低階層の男性で未婚化が進むと，経済的

に結婚可能な男性の人口規模が漸進的に縮小する．それとともに女性の側でも結婚相手の

―28―

表８ 結婚の要因：共同体的結婚システム（見合い結婚）

モデル5 モデル6

全期間 全期間 20～24歳 25～29歳 30～34歳

男性 結婚支援指標：見合い結婚比率（t年） 1.01**** 1.01**** 1.00 1.02** 1.04**

女性 結婚支援指標：見合い結婚比率（t年） 1.02**** 1.02**** 1.02**** 1.02** 1.02

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）数値はオッズ比．（t年）は時間可変変数．
表6・表7のモデル3とモデル4の「仲人あり結婚比率（t年）」の代わりに「見合い結婚比率
（t年）」を投入してモデル5とモデル6を推定した．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年），「出生動向基本調査」（第7回～第13回）



供給不足が生じて未婚化が進むことになった．

未婚化のもう1つの主因は，個人主義イデオロギーの普及による共同体的結婚システム

の弱体化である．親族・地域社会・会社などの身近な共同体が行う配偶者選択の支援には，

結婚の確率を高める強力な効果がある．しかし，高度成長期に導入された近代核家族（恋

愛結婚と夫婦家族）のイデオロギーは，バブル経済崩壊後の1990年代に，よりラディカル

な自己選択・自己決定・自己責任のイデオロギーとして喧伝され，共同体的結婚システム

を否定した．とくに，経済力のある男性の供給不足に直面した女性にとって，共同体的結

婚システムの衰退は相手探しのコストと困難がさらに増加することを意味する．女性の未

婚化が1990年代に一挙に進んだのはそのためである．

今回分析した NFRJ98データは1960年代生まれまでしかカバーしていない．しかし

1970年代生まれの未婚化も同様のメカニズムで進展したと考えられる．前述したように，

バブル経済崩壊後の「失われた10年」の間に，新卒正規採用の抑制と非正規雇用化がひそ

かに進行して，若者の経済的地位を悪化させた（玄田 2001）．その影響をもっとも強く受

けたのが団塊ジュニア世代を含む1970年代生まれである．2000年代半ばになると，若者の

雇用状況の悪化は誰の目にも明らかになり，いわゆる「格差社会論」を流行させた．日本

の若者論には，若者を持ち上げては落とし，落としては持ち上げるという「マッチ・ポン

プ」的な傾向があることがかねてより指摘されているので（小谷 1993），こうした議論が

歴史的事実としてどこまで妥当するかについては今後検証が必要であるが，成長の時代が

終わりを遂げるなか，1970年代生まれの経済的地位が全体として1960年代生まれよりも低

下したことは確かであろう22）．

また，1970年代生まれの未婚者の男女交際も，先行世代と変わらず（あるいは先行世代

にも増して）低調であるといってよい．最近では，未婚化の問題の中心に男女の出会いと

交際の難しさがあることが認識されて，未婚者の交際状況と結婚活動を中心テーマとして

とりあげた研究や全国調査が行われるようになってきた23）．その結果，民間の結婚仲介サー

ビスの交際成立確率が低いこと（経済産業省商務情報政策局サービス産業課 2006），また

結婚活動それ自体も（個人特性の影響をコントロールすると）実質的な効果をほとんども

たないことが判明している（三輪 2007,2010）．また，自治体が行っている結婚支援事業

についても，いわゆる「お見合いパーティー」を行って一時的な出会いの機会を提供する

だけではなかなか成果が上がらないことがわかってきている（内閣府 2011）24）．
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22）本稿ではマクロ経済成長の格差緩和効果が衰えたことで，結婚のチャンスに格差が生じていることを示した．

その格差は男性において顕著であるが，女性においても正規雇用と非正規雇用を比較すれば，後者の結婚確率

は前者よりも有意に低いという結果が得られている（表4・表7を参照）．

23）結婚活動の実態については，佐藤・永井・三輪（2010）に所収の諸論考を参照．

24）内閣府「結婚・家族形成に関する調査」（2010年）では，47都道府県（回収率100％）と1750市区町村（回収

率97％）に対して結婚支援の取組に関するアンケート調査が行われている．これによると，調査時点で都道府

県の66％（31），市区町村の33％が何らかの結婚支援事業に取り組んでいた．事業内容についてはパーティな

どの出会い事業が中心であるが，結婚支援を行っている市区町村のうち26％が見合いや仲人などの相談事業を

行っていた．詳細は報告書（内閣府 2011）を参照．



未婚化をめぐって，これまでさまざまなことがいわれてきた．過去の議論をひとことで

要約するならば「この現象にはさまざまな要因が絡み合っており複雑である」ということ

になろうか．このように議論が錯綜した理由の1つは（商業主義を別にすれば）ほとんど

の論者が「なぜ未婚化が進展したのか」という方向の問いによって思考枠組みが規定され

てきたからだと思われる．それとは逆に「なぜ高度成長期に結婚ブームが生じたのか」と

問えば，未婚化を推し進めた社会的力の源泉が2つの主因に由来すること，その他の要因

は基本的に副次的か媒介的な要因であることが理解できるだろう．

図7に示したように，20世紀後半の結婚の発生率は1970年代前半を頂上とする山型の軌

跡を描く．このような結婚ブームが起こったのは，人口規模の大きい1930年代・40年代生

まれがいっせいに結婚したからである．多産少死（高出生率・低死亡率）という人口転換

の移行期に生まれたこの世代はきょうだいが多い（平均きょうだい数は5～6人）．こう

した多産少死世代の若者たちを20歳代のうちにいっせいに結婚させた力こそ，マクロ経済

成長の有する格差緩和効果と共同体的な結婚システムにほかならない．1970年代以降，こ

れらの力が衰えていったこと

が未婚化の主因である．

最後に，本稿で扱えなかっ

た論点について，今後の課題

として少しく述べておきたい．

まず，共同体をベースとした

結婚においては，配偶者選択

は，当人の選択を中心とした

多元的な選択のもとでなされ

ているという点が理論的にみ

てきわめて重要である．たと

えば，典型的な社内結婚では，

会社による新卒者の選択，若

手社員のなかでの相互選択25），

当人どうしの選択，親など家

族による選択，さらには先輩

社員や上司による選択26）など，

重層的な選択のもとでマッチ
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25）ここでは，社内の誰かと誰かが恋人関係にあることがわかると，暗黙のうちに優先権が設定されて，周囲に

軋轢を生むような競合関係を回避して，残った者の間で相手選びが模索されるような事態を念頭においている．

学生サークル内でもよくみられる光景である．

26）たとえば，社員どうしでつき合っていることが上司に知られると「早く結婚したほうがよい」「結婚はまだ

か」などと，結婚の日取りが決まるまで言われ続けたり，先輩社員から「彼女は遊んでいるから結婚相手とし

ては適さない」といったお節介な（もちろん絶対的ではないが）忠告を受けること．これらは筆者がかつて銀

行に勤めていたときに社内で実際に見聞したことである．

図７ 初婚の発生と経済成長：1950～2005年

注）初婚率は当該年次の初婚件数（その年に同居し届け出たもの）を未
婚者人口で除して求めた．
経済成長率は当該年次を中心とした前年比実質GDPの７年移動平
均．1960～2005年は内閣府の公表値による．破線で示した1945～55
年の数値はアンガス・マディソン（2000）による推計値を用いて算
出した参考値である．

資料）「人口動態統計」「国勢調査」「日本長期統計総覧」「国民経済計算」



ングがなされ配偶者が決まっていく．これは，当人の視点からみれば，じょじょに選択の

範囲が狭められ，それとともに「身の程」を知り「分限」をわきまえるようになって27）最

終的な意思決定へといたるプロセスでもある．

こうした多元的・重層的な選択のシステムは，出生の意思決定の際にも明示的あるいは

潜在的に働いてきたと考えられる．たとえば，子どもを持つ・持たないの選択は，第1義

的には夫婦の選択にゆだねられているが，親（生まれてくる子どもにとっての祖父母）の

選択も相応の重みで関わってくる．また他の親族や地域といった中間レベルの社会の選択

も影響するだろう（とくに地方においては）．さらにその外側に自治体や政府など，より

マクロな社会の選択を想定することも可能である．こうした共同体的な選択のシステムに

おいて興味深いのは，選択の権利に暗黙の優先順位が設定されると同時に，選択権の重み

に応じて責任も配分されているという点である28）．共同体をベースとした配偶者選択や出

生選択においては，若い夫婦や生まれてくる子どもに対する責任もまた，共同体のなかで

重層的に分担されているということである．この観点からすれば，孫を欲しがる親が孫の

面倒をみるのは「当たり前」ということになろう．こうした選択のあり方を，ひとまず

「共同体主義的選択」とよんでおきたい．

個人主義的選択のイデオロギーは，日本の共同体主義的な慣習・実践を時代遅れのシス

テムとして否定してきた．しかし実のところ，従来の未婚化・少子化研究のほとんどは，

この個人主義的選択の理論に依拠して研究を進め，政策提言を行ってきたのである．未婚

化・少子化研究が未婚化・少子化を促進したとまではいわないが29），研究を支えてきた理

論が個人主義のイデオロギーに学問的な正当性を与えてその普及を後押ししてきた可能性
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27）このことを経済学的なタームを用いて比喩的に，結婚市場における自己価値を知ること，と表現してもよい

もっとも，自由市場ではなく構造化された内部市場ではあるが．

28）たとえば「そろそろ孫の顔をみせてあげれば」などと気軽に話しかけてくる近所の「おばさん」が出産後は

育児のサポートをしてくれることなども含む．

29）もっとも，新自由主義的な経済理論と経済政策が格差社会を生み出したという議論は数多くなされてきた

（たとえば坂井・岩永2011）．

30）今回の分析結果の政策的な含意についても，別の機会に少子化のメカニズムの全体を視野に入れたうえで論

じたいが，このキーワードに関連して多少とも述べておきたい．注19）と注24）で触れた内閣府「結婚・家族

形成に関する調査」（2010年）では，アンケート調査のほかに，個人（未婚者・既婚者を含む）や自治体・団

体に対して直接的な聞き取り調査も実施している．この調査には筆者も企画・分析委員として関わったが，自

治体・団体の聞き取り調査の対象となった20事例をみると，興味深い事実が浮かび上がる．たとえば，筆者が

直接訪問した島根県では，「はぴこ」（はっぴーこーでぃねーたー）とよばれるボランティアが独身男女の縁結

びを行い，地元の企業・団体が「しまね縁結び応援団」として各種の婚活イベントを開催している．話を伺っ

た「はぴこ」の方の「自分たちのころは，みなこうして（仲人の世話になって）結婚していった」という言葉

が印象的であった．同様の仲人事業は山形県，茨城県，兵庫県，愛媛県，石川県などでも行われている．市町

村レベルの取り組みについては，たとえば，南あわじ市では「おたすけ隊（個人）」や「おたすけ企業」によ

る縁結び活動のほかに，親の縁結び事業（親どうしの情報交換とネットワーキング）が行われている．ここで

はイベントについても，スキーツアーなど交流時間を長く取れる「サークル活動のような」企画が試みられて

いる．宮崎県の西米良村では，直接的な縁結び事業は行われてはないが，「ワーキングホリデー制度」や「若

者定住住宅」を整備して，県外からの青年のI・Uターンと定住化を促すと同時に，青年会活動を支援するこ

とで，結果的に結婚支援と同等以上の成果を上げている．似た試みとしては，鳥羽市による「《定住促進》海

辺のまち鳥羽出逢い応援事業」があげられる．以上のような先進的な事例からみえてくるのは，仲人親の慣習

や若者組・若者宿の文化など，それぞれの地域が潜在的に保持しているソーシャル・キャピタルを意識的ある

いは無意識的に活用して結婚支援に取り組んでいる姿である．



は否めない．ミクロ経済学的な合理的選択の理論を結婚や家族形成など非経済現象に適用

することの妥当性と限界を問う，という重い課題が控えている．

今回は紙幅の制約から未婚化に焦点をしぼったが，離婚増加や夫婦出生力の低下という

少子化と密接に関わる他の2つの現象も，未婚化と同様の因果連関のもとで生じている可

能性が高い．すでに両者についての分析は終了し，作業論文のかたちではまとめているの

で（Kato2010），近い将来に，これらを含めた少子化のメカニズムに関する統一的な解

釈を提示したいと考えている．キーワードは「共同体主義的再生産システム」である30）．
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付表１ 結婚の要因：社会階層と経済成長【男性】

モデル1 モデル2

全期間
B

全期間
B

20～24歳
B

25～29歳
B

30～34歳
B

年齢（t年） 1.986**** 1.991**** 0.832 0.721 -0.455

年齢の2乗（t年） -0.034**** -0.034**** -0.007 -0.010 0.006

きょうだい数〔ref:6人以上〕

4～5人 0.104 0.111† 0.131 0.089 0.179

3人以下 0.059 0.058 0.054 0.115 -0.029

きょうだい構成〔ref:次三男〕

長子かつ長男 -0.114† -0.113† -0.110 -0.116 -0.102

ひとりっ子 0.047 0.064 0.011 0.050 -0.061

その他・不明 0.029 0.023 -0.048 0.085 -0.038

学歴〔ref:大学以上〕

短大・専門学校 0.017 -0.291† 0.361 -0.311 -0.710†

高校以下 0.241**** 0.071 1.222*** -0.096 -0.595*

職業（t年）〔ref:大企業・団体〕

専門・技術職 0.021 -0.319* -0.453 -0.391† -0.308

中小企業･団体･自営 -0.102† -0.573**** -0.637* -0.611*** -0.494†

臨時雇い・無職 -0.602**** -0.988**** -0.881* -0.836* -1.346*

出身階層〔ref:一般従業者〕

管理職以上 0.124† -0.015 -0.294 -0.027 0.331

非農自営 0.012 0.159 0.594 -0.174 0.762*

農林漁業 0.132* 0.245† 0.017 0.300 0.329

臨時雇い・不明 0.006 -0.279 -0.064 -0.344 -0.139

生育地〔ref:農山漁村〕

地方小都市 -0.070 -0.068 -0.045 -0.069 -0.323*

大都市・中心的都市 -0.211*** -0.201** -0.169 -0.253** -0.360*

経済成長率（t年） 0.062**** -0.024 -0.134* -0.020 0.140*

経済成長率（t年）× 学歴

短大・専門学校 - 0.067* 0.081 0.043 0.098

高校以下 - 0.033† -0.016 0.032 0.070

経済成長率（t年）× 職業（t年）

専門・技術職 - 0.060* 0.071 0.072* 0.102

中小企業･団体･自営 - 0.079**** 0.119** 0.082*** 0.046

臨時雇い・無職 - 0.066* 0.093 0.065 0.106

経済成長率（t年）× 出身階層

管理職以上 - 0.027 0.083† 0.020 -0.015

非農自営 - -0.022 -0.100† 0.028 -0.086

農林漁業 - -0.016 0.018 -0.013 -0.062

臨時雇い・不明 - 0.043 0.049 0.034 -0.012

定数 -30.843**** -30.468**** -17.961 -13.566 6.709

-2LogLikelihood 13,774.88 13,743.66 4,490.83 6,749.25 1,917.96

χ２ 1,749.98**** 1,781.20**** 428.19**** 166.74**** 153.33****

自由度 19 28 28 28 28

NumberofEvents 2,296 2,296 613 1,278 360

NumberofPerson-years 25,986 25,986 12,772 7,685 2,534

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）離散時間ロジット・モデルにより推定．（t年）は時間可変変数．「きょうだい数」ほ本人を含む．
「生育地」は小学校卒業までの間に一番長く暮らしていた地域．他の変数の定義については本文を参照．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年）
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付表２ 結婚の要因：社会階層と経済成長【女性】

モデル1 モデル2

全期間
B

全期間
B

20～24歳
B

25～29歳
B

30～34歳
B

年齢（t年） 2.290**** 2.285**** 2.831*** 1.035 2.136

年齢の2乗（t年） -0.043**** -0.043**** -0.054** -0.021 -0.037

きょうだい数〔ref:6人以上〕

4～5人 0.117† 0.131* 0.068 0.222† 0.477

3人以下 -0.021 -0.005 -0.086 0.242† -0.373

きょうだい構成〔ref:次三女〕

長子かつ長女 0.110† 0.113† 0.213** -0.122 0.254

ひとりっ子 0.007 -0.004 0.282* -0.580** 0.024

その他・不明 0.100† 0.107* 0.124† 0.062 0.144

学歴〔ref:高校以下〕

短大・専門学校 -0.417**** -0.479**** -0.753**** -0.215 -0.129

大学以上 -0.575**** -0.222 -1.441**** 0.448† 0.455

職業（t年）〔ref:中小企業･団体･自営〕

大企業・団体 -0.019 -0.085 0.047 -0.261 -0.568

専門・技術職 0.050 0.009 -0.152 0.188 -0.615

臨時雇い・無職 -0.118* -0.518** -0.412† -0.317 -0.668

出身階層〔ref:一般従業者〕

管理職以上 0.171** 0.169 0.336† -0.140 0.611

非農自営 0.043 -0.139 0.218 -0.765** 0.117

農林漁業 0.263**** 0.265† 0.442* 0.157 -0.112

臨時雇い・不明 -0.029 0.393† 0.595† 0.121 0.778

生育地〔ref:農山漁村〕

地方小都市 -0.091 -0.097† -0.118† -0.050 -0.078

大都市・中心的都市 -0.279**** -0.277**** -0.346**** -0.190 -0.299

経済成長率（t年） 0.057**** 0.047** 0.043* 0.055† -0.049

経済成長率（t年）× 学歴

短大・専門学校 - 0.015 0.037 0.029 0.037

大学以上 - -0.068* 0.052 -0.083† -0.127

経済成長率（t年）× 職業（t年）

大企業・団体 - 0.010 -0.012 0.048 0.176†

専門・技術職 - 0.005 0.010 -0.016 0.219†

臨時雇い・無職 - 0.056** 0.045 0.025 0.121

経済成長率（t年）× 出身階層

管理職以上 - -0.001 -0.027 0.057 -0.074

非農自営 - 0.027 -0.017 0.122** 0.017

農林漁業 - -0.001 -0.023 0.028 -0.069

臨時雇い・不明 - -0.060† -0.103* 0.003 -0.261

定数 -31.530**** -31.426**** -38.055**** -14.454 -31.968

-2LogLikelihood 14,001.15 13,982.69 8,385.67 3,866.46 760.33

χ２ 1,266.34**** 1,284.81**** 708.63**** 127.51**** 37.30†

自由度 19 28 28 28 28

NumberofEvents 2,586 2,586 1,559 812 124

NumberofPerson-years 19,520 19,520 11,388 3,908 1,200

****p＜0.0001 ***p＜0.001 **p＜0.01 *p＜0.05 †p＜0.10

注）離散時間ロジット・モデルにより推定．（t年）は時間可変変数．「きょうだい数」ほ本人を含む．
「生育地」は小学校卒業までの間に一番長く暮らしていた地域．他の変数の定義については本文を参照．

資料）「第1回家族についての全国調査」（1999年）
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TwoMajorFactorsbehindtheMarriageDeclineinJapan:
theDeteriorationinMacroeconomicPerformance
andtheDiffusionofIndividualismIdeology

AkihikoKATO

AlargenumberoffactorsbehindthemarriagedeclineinJapanhavebeencited.Asummaryof

thepastargumentsisthat“thereisacomplicatedmixtureoffactorsbehindthephenomenon.”

Buthugesocialforcesarerequiredtocontinuouslypushupthenever-marriedratefortheentire

society.Thismeansthattherearemajorandminorfactorsbehindthefallingmarriagerate.

Infact,aneventhistoryanalysisusingthedatafromNationalFamilyResearchofJapanfound

twomajorcauses.Oneistheexpansionofdisparitiesbetweensocialclassesaccompanyingthe

declineinJapan'smacroeconomicperformance.Economicgrowthcaneasethistrendthatcauses

disparitiesinmarriageopportunities.Theeasingeffecthasdeclinedwithaneconomicgrowth

slowdownsincethemid-1970s,revivingthepotentialimpactofsocialinequalitytodiscouragemen

fromgettingmarried.Asthemarriagerateformeninlowersocialclassesfalls,thepopulationsize

ofeconomicallymarriageablemenhasgraduallydecreased.Asqueezeofmarriagepartnersfor

womenemerged,leadingtoageneraldeclineinthemarriagerate.

Anotherfactorcausingthemarriagedeclineisthedecayofthecommunity-basedmarriage

system duetothediffusionofindividualism ideology.Thecommunity-basedmatch-making

system,includingmeetingsanddatesarrangedorsemi-arrangedbyfamilies,relatives,local

communities,andworkplaces,canstronglypromotemarriageforbothmenandwomen.The

modernnuclearfamily(lovemarriageandconjugalfamily)ideology,however,wasintroducedinto

Japaninthehigheconomicgrowthperiodandpublicizedasamoreradicalideologyofself-choice,

self-determination,andself-responsibilityinthe1990saftertheburstofeconomicbubbles,

replacingthecommunity-basedmarriagesystem.Forwomenfacedwithashortageofeconomi-

callycompetentmen,thedecayofthecommunity-basedmarriagesystemhasmeantafurther

increaseinthecostsanddifficultiesofsearchingformarriagepartners.Thisisthereasonthe

marriagerateforwomenfellquicklyinthe1990s.
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Well-beingandtheIdealTimingofKeyEventsinthe
TransitiontoAdulthood:APilotAnalysisBasedon

EuropeanSocialSurveyData(2006-2007)

HidekoMATSUO*andHenriDELANGHE**

1.Background

Thetransitiontoadulthoodcomprisesaseriesofkeylifeevents.Thereisnoconsensusinthe

literatureontheprecisenumberanddefinitionofthoseeventsyetfinishingschool,leavingthe

parentalhome,findingafirstjob,unionformationandchildbearingareusuallyincluded(Arnett,

2001;Raymore,BarberandEccles,2001;Smith,2004;Vogel,2002).

Thetimingofthetransitiontoadulthoodisimportant.AccordingtoMooneyMarini(1985),the

timingoftheentryintoadultroleshaslong-termconsequencesforindividualsandforsociety.At

theindividuallevel,lifecoursetheoryarguesthatconnectivityexistsacrossthelifecourseandthat

theantecedentsandconsequencesoflifetransitionsvarydependingonthetimingofthetransitions

(GieleandElder,1998).Atthesociallevel,GraberandDubas(1996)havearguedthatthepoorly

understoodtransitionfrom adolescencetoadulthoodisofparticularimportanceforsociety:
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Thefocusofthispaperisontherelationbetweenwell-beingandtheidealtimingofthe

transitiontoadulthood.Itanalysesforwomenof3differentagecategories(15-25,20-30and

25-35)in12Europeancountriestheeffectof5well-beingvariables(overalllifesatisfaction,paid

work,health,socialinteraction,andeducation)ontheperceivedidealtimingof3keyeventsin

thetransitiontoadulthood(livingwithapartnernotmarriedto,marriage,andchildbearing).

Useismadeofmicro-dataavailablefromtworotatingmodules(oneonthelifecourse,oneon

personalandsocialwell-being)ofthethirdroundoftheEuropeanSocialSurvey(ESS3,

2006-2007),whichareanalysedthroughmultipleregression.Resultsshow thatwell-being

variableshaveanimportanteffectontheperceivedidealtimingofkeyeventsinthetransition

toadulthood.Thiseffectdifferssubstantiallyacrossevents,agecategoriesandcountries.

Well-beingvariablesaffecttheidealageformarriagemost,followedbytheidealagesfor

childbearingandpartnership.Theyaremuchmoreimportantfortheagecategory25-35than

fortheotheragecategories.Andtheytakeongreaterimportanceforsomecountries(e.g.

Netherlands,Sweden)thanforothercountries(e.g.Spain).Education,paidwork(withsome

interestingexceptionsforhigheragecategories)andsocialinteractionraiseidealageswhile

overalllifesatisfactiondecreasesthem.Theeffectsofhealtharemixed.
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communitiesarestrengthenedwhentheiryoungpeopleareabletofindmeaningfulwork,establish

mutuallysatisfyingrelationshipswithothers,andbeginparticipatingincommunityaffairsas

responsiblecitizens.

Muchdescriptiveresearchhasbeencarriedoutonthetimingofthetransitiontoadulthood.In

thisrespect,ElzingaandLiefbroer(2007)havearguedthat,overtime,thepatternofthetransition

toadulthoodhasexperiencedsubstantialchange.Inthepast,soforolderbirthcohorts,the

transitiontoadulthoodwasrelativelyearly(thetransitiontoadulthoodcommencedatarelatively

youngage),short(thedifferenteventsmarkingthetransitiontoadulthoodsucceededeachother

relativelyquickly,thetimelagbetweenthefirstandthelasteventmarkingthetransitionto

adulthoodwasrelativelyshort),andstandardized,conditionaland'clean'(eventswereclearly

separate,thesequenceofeventsmarkingthetransitiontoadulthoodwasrelativelyfixedandthe

occurrenceofoneeventwasdependentontheoccurrenceofanother,precedingevent).For

youngerbirthcohorts,thetransitiontoadulthoodstartslater(thetransitiontoadulthood

commencesatalaterage)andtakeslonger(eventssucceedeachotherlessquickly,thetimelag

betweenthefirstandthelasteventislonger).Thetransitiontoadulthoodhasalsobecomeless

standardizedandconditional(thesequenceofeventsislessfixedandtheoccurrenceofoneevent

dependslessontheoccurrenceofotherevents)(LiefbroeranddeJong,1995):thetransitionto

adulthooddoesnotalwaystakeplaceinanorderlyandprescribedfashionandweshouldnot

assumeasmoothandsequentialprogressionoutofschoolandintoajob(CookseyandRindfuss,

2001).Inaddition,theboundariesbetweenkeyeventsinthetransitiontoadulthoodhavebecome

blurred.Inthisrespect,FitzpatrickandTurner(2006)foundthatstudentsarejugglingworkand

family,takingtimeouttoworkandsavemoney,orbeginningtheircollegecareerlaterinlife.

CookseyandRindfuss(2001)notedthatscholarshadsofarpaidverylittleattentiontotheproper

specificationofpotentiallyblurredtransitions.

Substantialresearchhasalsobeencarriedoutonthedeterminantsofthetimingofthetransition

toadulthood.Partofthetimingliteraturehasfocusedonhowthe(intended)timingofentryinto

differentrolesinterrelates.Inthisrespect,Kokkoetal.(2009),forinstance,foundthat,forwomen,

relativelyearly(<25years)motherhoodwasassociatedwiththeearlytimingofallothertransitions

studied(movefromparentalhome,intimaterelationship,education,full-timejob).AndPhilipov

(2009)foundimportanteffectsofintentionstostartstudyingandtoenterintoemployment(aswell

asactualstudyandemployment)ontheintendedandactualtimingofchildbearing.

Anotherpartofthetimingliteraturehasfocusedonthedeterminantsofthetimingofentryinto

asinglerole.Inthisrespect,someattentionhasbeenpaidtotheeffectonthetimingofentryinto

adultrolesbyindividuals'personalcharacteristicsandbytheirrelationswiththeirparents.Ithas

beenfound,forinstance,thatpersonalitytypesbasedonteacher-assessmentsatages4through6

predictthetimingoflifetransitions,inparticularamongmales;that,formales,childhoodshy

behaviourislinkedtoadelayedentryintofatherhoodwhile,forfemales,itislinkedwiththe
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adoptionofatraditionalfemaleroleasahousewifebutnotwiththetimingofit;andthat

behavioural,conduct,andschoolproblemsareassociatedwithearlymother-andfatherhood

(Kokkoetal.,2009).Ithasalsobeenfoundthatleavinghomeearlyisaresultofbehaviour

problemsinchildhoodandadjustmentdifficultiesandconflictualparent-childrelationsin

adolescence(GraberandDubas,1996);thatrelationshipswithparentsandpeersmatterforthe

timingofleavinghome(GraberandDubas,1996);andthatattachmentrepresentation,adolescent

autonomy,andparent-adolescentconflictareimportantpredictorsofthetimingofleavinghome

(Seiffe-Krenke,2006).

Someattentionhasalsobeenpaidtothepredictiveeffectofparental(unionformation)

characteristics.Inthisrespect,Gaughan(2002)foundevidenceofdifferentialparentalimpacton

maritaltiming(women'sabilitytodelaymarriage),withthefather'seffectoperatingthroughhis

owneducationalattainmentandwiththemother'seffectoperatingthroughherexpectedmarriage

ageoftherespondent.HofferthandGoldscheider(2010)foundthatgrowingupwithouttwo

parentshasintergenerationalconsequencesandthat,forinstance,girlswhohadneverlivedwitha

fatherorwhohadlivedwithseveralfatherfiguresweremorelikelytotransitiontomotherhood

early,bothtosingleandtomarried(butnotcohabiting)motherhood.Hill,YeungandDuncan

(1996,inGraberandDubas,1996)foundthatparentaldivorcewasacorrelateofearlyhousehold

formationforboys,regardlessofwheninchildhoodthedivorceoccurred,whereasbeingborninto

amother-onlyhouseholdmatteredforfemales.

Mostoftheliterature,however,hasfocusedonthetimingeffectsofeducationandeconomic

factorsontwokeyevents: unionformationandchildbearing.Thepostponementeffectof

increasinglevelsofeducationhasbynowbeenwellestablished(Gaughan,2002).Theroleof

economicfactorsintheextensionofthepathtoadulthoodissomewhatlessclear,however.Curtis

andWaldfogel(2009)foundthatlabourmarkets,housingcostsandavailability,andwelfare

policiesplayaroleinthefertilitydecisionsofwomeninU.S.cities.Atthemacro-level,however,

HillandHolzer(2006)foundthatemploymentandwagesexplainactuallyverylittleofthetrend

towardlivingathomeanddelayingmarriageamong20-22-year-olds.Inthesamevein,Danziger

andRatner(2010)foundthatchangesinthelabourmarketoverthepastthirty-fiveyears1)have

madeitmoredifficultforyoungadultstoattaintheeconomicstabilityandself-sufficiencythatare

importantmarkersofthetransitiontoadulthood,andthatadversechangesinlabourmarket

outcomesarerelatedtodelaysinothermarkersofthetransitiontoadulthoodbutthatthesechanges

havenotbeenshowntobetheprimarycause.

Educationandeconomicsecuritycanbeconsideredastwodimensionsofwell-being.Well-being

isaconceptrisingrapidlytothetopofthepolicyagenda.Thereasonisthatwell-beingmatters.

Itis,firstofall,avaluableendinitself.Therearealso,however,practicalreasonsforpromoting
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well-being.Inthisrespect,Huppertetal.(2010)reportonthebasisofsubstantialnationaland

cross-nationalsurveyevidenceandlongitudinalevidencethatindividualswithhigherlevelsof

well-beingasevidencedbymeasuresofhappinessorlifesatisfactiontendtobemoreproductive,

havehigherincomes,morestablemarriages,betterhealth,andhigherlifeexpectancy.

Foralongtime,theassumptionindevelopedcountrieswasthateconomicprosperity・

increasingGDPandGDPpercapitalevels-wouldbringhappiness.Thisassumptionappearsno

longertenable.Inthisrespect,Huppertetal.(2010)reportthatwhileeconomicprosperityimpacts

uponwell-beingatlowlevelsofincome,themarginalutilityofincreasingincomeindeveloped

countriesissmallornegligible.Thisemerginginsightexplainstheincreasingdissatisfactionwith

GDPindicatorsandtheeffortsbeingmadetomeasurelevelsofwell-beingdirectlyandtoconstruct

nationalaccountsofwell-being.

Whilesomescholarsdefinewell-beinginquitenarrowpsychologicalterms・Schulenbergetal.

(2004),forinstance,basetheirassessmentofwellbeingonmeasuredself-esteem,self-efficacy,and

socialsupport-itisthemulti-dimensionalapproachtowell-beingthatisgainingincreasing

acceptance.Agoodexampleofsuchamulti-dimensionalapproachistheoneproposedby

ThompsonandMarks(2008).Theyviewwell-beingasadynamicprocess,inwhich(1)aperson's

externalcircumstancesinteractwith(2)theirpsychologicalresourcestosatisfy・toagreateror

lesserextent・(3)theirpsychologicalneeds,andtogiveriseto(4)positivefeelingsofhappiness

andsatisfaction(SeeFigure1).
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Figure1.AModelofWell-Being(BasedonThompsonandMarks,2008)
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Thewell-knownSeptember2009'StiglitzReport'2)similarlyproposesamulti-dimensional

approach,seeminglyfocusedtoalargerextentonwhatThompsonandMarks(2008)callmaterial

conditions.AccordingtotheStiglitzreport,thefollowingkeydimensionsthatshapepeople's

well-beingshouldbetakenintoaccount:materiallivingstandards(income,consumptionand

wealth);health;education;personalactivitiesincludingwork;politicalvoiceandgovernance;

socialconnectionsandrelationships;environment(presentandfutureconditions);andinsecurity,

ofaneconomicaswellasaphysicalnature.

Inrelationtothetimingofthetransitiontoadulthood,well-being,bothintheaggregateandin

itsspecificdimensions,hasbeenstudiedmoreasadependentvariablethanasanindependentone.

Schulenbergetal.(2004),forinstance,examinedhowthenumberandpatternoftransitionsthat

youthmakeaffecttheirwell-beingandfoundthatthemoretransitionsolderadolescentsmakeafter

highschool,thegreatertheirwell-being,thatthelevelofwell-beinginhighschoolmaysetthe

courseforfuturewell-being,andthatthepatternoftransitionstheyouthchoosesalsoaffects

well-being.Adirectlinkhasalsobeenfoundfrom earlymotherhoodtoproblemsinsocial

functioningatage36:youngmothersarevulnerabletotheaccumulationofsocialfunctioning

problems-suchasfinancialstanding,socialrelationships,andalcoholdrinking.Theconsequences

ofearlymotherhooddepend,however,onwhetherthewomensucceedincontinuingtheir

educationandfindingtheirplacesinworkinglife.Conversely,earlyfatherhoodisassociatedwith

afavourablecareerdevelopment.Inaddition,earlymotherhood(<20years)exacerbatesthe

problemswomenhaveintheirmentalhealth,interpersonalrelations,andsocio-economicsituation

(Kokkoetal.,2009).Wolfe(2009)studiedtheeffectoftheageatfirstbirthonalcoholabuse.

SackerandCable(2010)foundthatdelayingthetransitiontoadulthoodpromotedpsychological

healthbutthatafailuretotransitiontoindependentlivingwasassociatedwithpsychological

distress.MullanHarris,LeeandYangDeLeone(2010)examinedthehealtheffectsofearly

marriageandcohabitationandShapiro,CarleandHayes(2009)examinedthehealthtrajectoriesof

thosewhoexperiencetransitionsintoandoutofmarriage.

2.Researchquestion,data,method

Whatseemstobelackingsofarisanassessmentoftheroleabroaderconceptofwell-being

playsinthetimingofkeyeventsinthetransitiontoadulthood.Againstthisbackground,we

conceivedananalysisfocusedontherelationbetweenwell-beingandthetimingofthetransition

toadulthood.Theresearchquestionwedefinedwasthefollowingone:howdospecificdimensions

ofwell-beingaffecttheperceivedidealtimingofkeylifeeventsinthetransitiontoadulthood.

Toanswerthisquestion,weusedmicro-datafromtheEuropeanSocialSurvey(ESS).ESSisan

academically-drivensurveywiththreelinkedaims:(1)tochartandexplaintheinteractionbetween
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Europe'schanginginstitutionsandtheattitudes,beliefsandbehaviourpatternsofitsdiverse

populationsandtomeasurechangesinpublicattitudesandbehaviourpatternsbothovertimeand

acrossnations;(2)toimprovethequalityofcomparativequantitativemeasurementinEuropeand

beyond;and(3)toestablishrobustattitudinalindicatorstostandalongsideexistingbehaviouraland

factualindicatorsofnationalwell-being.Inaneraoffallingpoliticalparticipationandlowelectoral

turnout,theobjectiveofESSistobecomeanevermoreimportantaidtogoodgovernmentatboth

anationalandEuropeanlevelenablinggovernments,policyanalystsandscholarstokeepupto

dateonsocialtrendsthataffecthowdemocracyisworkingandhowEuropeancitizensperceive

theirlives,theirnationsandtheworld.Supplementingotherreliablesourcesofofficialdatawhich

chartchangesinpeople'ssocialandeconomiccircumstancesorbehaviour,ESSalsoprovides

rigorouscross-nationaldataaboutshiftsin people'slong-term perceptions,preferences,

preoccupationsandconcerns(e.g.Jowelletal.,2007).

Currentlyinitsfifthroundandpreparingforasixth,ESScoversmorethan30nationsand

employsthemostrigorousmethodologies.Arepeatcross-sectionalsurvey,ithasbeenfunded

throughtheEuropeanCommission'sFrameworkProgrammes,theEuropeanScienceFoundation

andnationalfundingbodiesineachcountry.

ESShasswiftlybecomeanauthoritativesourceofreliabledataaboutEurope'sevolvingsocial

fabricandakeyvehicleforknowledgetransfer.In2005,theESSbecamethefirstsocialscience

projecttowintheDescartesPrizefor'excellenceinscientificcollaborativeresearch'.In2008,a

top-levelreviewcommissionedbyits35fundersconcludedthattheESS:'...hasgeneratednew

insightsandknowledgeonkeyissues,problems,andtopicswithinthesocialsciences'...and...

'improvedstandardsofmethodologicalrigourandtransparency,raisinginternationalstandardsof

fieldwork,questionnairedesignandsamplingforotherEuropeansocialsurveysandmarket

research,especiallyincountrieswhichlackaccumulatedexpertiseinsurveyresearch'.

ESSdatahavealsobeenusedtoshedlightonissuesrelatingtoageingandfinancialsecurity,the

digitaldivide,trust,educationandpolitics,familiesandwork,religion,publicresponsesto

migration,citizenship,sexandsexuality,andtrainingandeducation.ESSdatahavealsoalready

beenusedtoassesswell-beingissues(e.g.MencariniandSironi,2010).

EachroundofESSconsistsofanumberofcoremodulesstableacrossdifferentroundsand

allowingforthestudyoflonger-termtrendsandanumberofrotatingmodulesonspecificissues.

Thecoremodulestargetbehaviouralandattitudinalvariables,andsocio-economicbackground

variables.Thebehaviouralandattitudinalvariablesconcernawiderangeofissues.Theseinclude

media,socialtrust,politicsincludingpoliticalinterest,efficacy,trust,electoralandotherformsof

participation,partyallegiance,andsocioandpoliticalorientations.Theyalsoincludesubjective

well-being,socialexclusion,religion,perceiveddiscrimination,andnationalandethnicidentity.

Thesocio-economicbackgroundvariablesconcerntherespondent'shouseholdcomposition,sex,

age,educationandoccupation,partner,parents,unionmembership,income,andmaritalstatus.
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ThethirdroundofESS(ESS3,carriedoutin2006-2007in25Europeancountries)includedtwo

rotatingmodules:oneonthetimingofthelifecourseandoneonpersonalandsocialwell-being.

Themicro-dataweusecomefromthecoreandrotatingmodulesofthisthirdroundofESS.

ESS3collectedinterestinginformationonthetimingofthelifecourse,whichconcernedthe

dependentvariableinouranalysis.Itfirstofallgatheredmuchfactualtiminginformation.The

ESS3questionnaireincludedquestionslike'yearfirststartedinpaidemploymentorapprentice-

ship','yearfirstleftparentsforlivingseparatelyfor2monthormore','yearfirstlivedwithspouse

orpartnerfor3monthsormore','yearfirstmarried','year(first)childwasborn','yearyoungest

childwasborn',and'yearfirstgrandchildwasborn'.

Italsocompiledmuchsubjectivetiminginformation,however.TheESS3questionnaireincluded

questionsconcerningtheageatwhichaccordingtotherespondentapersonbecomesanadult,

reachesmiddleage,andreachesoldage;howimportantitisaccordingtotherespondent,inorder

tobeconsideredasanadult,tohavelefttheparentalhome,tohaveafull-timejob,tohavelived

withaspouseorpartner,andtohavebecomeamother/father;howimportantitisaccordingtothe

respondent,inordertobeconsideredasold,tobephysicallyfrail,tobeagrandmother/grandfather,

andtoneedotherstolookafteroneself;theidealageaccordingtotherespondenttostartliving

withapartnernotmarriedto,togetmarriedandlivewithahusband/wife,tobecomea

mother/father,andtoretirepermanently;whatageaccordingtotherespondentistooyoungto

leavefull-timeeducation,tohavesexualintercourse,tostartlivingwithapartnernotmarriedto,

togetmarriedandlivewithahusband/wife,tobecomeamother/father,andtoretire;andwhatage

accordingtotherespondentistoooldtobestilllivingwithones'parents,toconsiderhavingmore

children,ortobeworking20hoursormoreperweek.

Inthispaper,wemadeuseofthesubjectivetiminginformation,inotherwordsofrespondent

opinionsonandperceptionsoflifecoursebehaviour.Themainreasonforthiswasthat,as

explainedinmoredetailbelow,ESS3well-beinginformationwascurrent(atthetimeofthe

survey)andthatitseemedmostappropriatetorelatecurrentwell-beinginformationtocurrent(at

thetimeofthesurvey)opinionsratherthantoeventsthathadalreadytakenplace,weretaking

placeorstillhadtotakeplace.Werealiseofcoursethatthereareimportantdisadvantagestothe

useofsubjectivetiminginformation,whichrelatesmoretointentionsthantoactualbehaviourand

whichisstronglycolouredbytheculturalcontext(normsandvalues)inwhichtherespondent

operates.Yetforthepurposeofthisanalysis,wewereconstrainedbytheset-upofthesurvey,in

particulartheabsenceofinformationonlevelsofwell-beingattheactualtimeoftransitions.

Forthepurposeofouranalysis,wedecidedtofocusonthefollowingsubjectivetiming

information:idealagetostartlivingwithapartnernotmarriedto(partnership),idealagetoget

marriedandlivewithahusband/wife(marriage),andidealagetobecomeamother/father

(childbearing).Thereasonwasthatwedecidedtofocusnotonthefulllifecoursebutonlyona

limitednumberofkeylifeeventsinthetransitiontoadulthoodandthatwefoundanswersto
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questionsonidealageeasiertointerpretthanforinstancequestionsontooyoungortoooldage.

Werecognisethat"idealage"questionsonunionformationandchildbearingarefurther

removedfromactualunionformationandchildbearingbehaviourthanquestionsonshort-term

intentionswithregardtothoseevents.Withregardtothelatter,Schoenetal.(1999)foundthat

fertilityintentionsarestrongandpersistentpredictorsoffertility,evenaftercontrollingfor

backgroundandlifecoursevariables.Ajzen(1985),forinstance,foundthatthereisastrong

relationbetweenbehaviouralintentionandbehaviour.

Turningtotheindependentvariablesofinterest,Table1presentsinmoredetailthewell-being

variablesincludedinESS3.Theyareclassifiedaccordingtothedimensionsofwell-being

presentedintheStiglitzreport.Notethatseveralofthosedimensionsarenotorinsufficiently

covered.Ontheotherhand,usefuloverall,i.e.non-dimension-specific,well-beinginformationis

available.

Foreachdimensionofwell-beingcoveredbyESS3aswellasfortheoverallwell-being

information,weselectedonerobustvariableforinclusionintheanalysis:LIFESAT(howsatisfied

withlifeasawhole),PAIDWORK(currentlyinpaidworkofanykind),HEALTH(subjective

generalhealth),SOCINT(howoftensociallymeetwithfriends,relativesorcolleagues),and

EDULVL(highestlevelofeducation).

Foreachoftheseindependentvariablesofinterest,weformulatedhypotheses.Inlinewiththe

aforementionedliterature,wehypothesizedthathigherlevelsofeducationwouldhavea

postponementeffectandthathavingajob(whichcontributestoeconomicsecurity)wouldhavean

agedecreasingeffect.Wefurtherhypothesizedthathigheroveralllevelsoflifesatisfaction,higher

levelsofsubjectivegeneralhealthandhigherlevelsofsocialinteractionwouldallbringdownideal

ages.

Asalreadymentioned,ESS3includedmuchsocio-economicbackgroundinformationwhich

supplieduswithanumberofcontrolvariables:partnershipstatus,childstatus,andage(Table2).

Inordertomaximisethecomparativedimensionoftheanalysisbutatthesametimekeepit

manageable,wefocusedonwomenofthreeagecategories(15-25,20-30,25-35)in12EUMember

States.

3.Results

ThecodingofthevariablesusedinthisanalysisispresentedinTable3,whiledescriptive

statisticshavebeenpresentedinTables4a-d.AsTable4ashows,averageidealagesdiffer

substantiallyacrosscountries:averageidealagestostartlivingwithapartnernotmarriedtorange

from20.48inFinlandto24.49inSpain;averageidealagestogetmarriedrangefrom24.77in

Finlandto26.77inIreland;andaverageidealagestogetpregnantrangefrom25.87inFinlandto

28.34inSpain.AveragelifesatisfactionishighestinDenmark(8.55)andlowestinPortugal(6.05).

TheproportionofrespondentsinpaidworkishighestinDenmark(1.27)andlowestinBelgium
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(1.54).Onaverage,respondents'healthisbestinIreland(1.69)andworstinPortugal(2.14);

respondentshavethemostintensesocialinteractioninPortugal(6.43)andtheleastintensesocial

interactioninIreland(5.00);levelsofeducationarehighestinFrance(3.85)andlowestinPortugal

(2.61);theproportionofrespondentswithapartnerishighestinFrance(1.59)andlowestin

BelgiumandSpain(1.90);theaveragerespondent'sageishighestinFrance(27.21)andlowestin

Belgium(24.04);andtheproportionofrespondentswithachildishighestinGreatBritain(1.50)

andlowestinSpain(1.70).Tables4a-cshowthatineachcountrytheaverageidealageforeach

ofthethreeeventsconsideredincreasesacrossagecategories,andsodoestheextentofpaidwork,

education,partnershipandbirth;theextentofsocialinteractionontheotherhanddecreaseswhile

forlifesatisfactionandhealthnocleartrendscanbedetermined.

DatawereanalysedthroughmultipleregressionandresultsarepresentedinTable5.Takingthe

resultsforallcountriestogether,weobservethatwell-beingvariablesaffectmoretheidealagefor

marriage(38significantcoefficients)thantheidealagesforpartnership(30)orchildbearing(30).

Well-beingvariablestakeonmoreimportancefortheagecategory25-35(40)thanfortheage

categories15-25(29)or20-30(29).Relatedtothis,fortwooutofthreeidealages(idealagefor

marriageandidealageforchildbearing),thenumberofwell-beingvariablesforwhichsignificant

coefficientsareobservedincreasesasageincreases:fortheidealageformarriage,from11(15-25)

to12(20-30)and15(25-35),andfortheidealageforchildbearing,from7(15-25)to8(20-30)

and15(25-35).Forthemostaffectedagecategory(25-35),well-beingvariableshavethegreatest

impactontheidealageformarriage(15)andtheidealageforchildbearing(15).

Takingamoregeographicallydefinedlook,weobservethatthecountriesforwhichwell-being

variablesaremostimportantaretheNetherlands(14)andSweden(14),followedbyBelgium(12),

France(9),andtheUK(8),Ireland(8)andPortugal(8).ThesearefollowedbyDenmark(7),

Germany(6),Finland(5),Norway(5),andSpain(2).Itisnotpossibletodetectcleardifferences

betweengroupsofcountries(e.g.Scandinavianvs.continentalvs.Anglo-Saxonvs.Southern

Europeancountries).

Takingavariable-by-variablelook,weobservethatoveralllifesatisfaction(25),health(22)and

socialinteraction(20)appeartobethemostimportantwell-beingvariables.Theyarefollowedby

education(16)andpaidwork(15).Foragecategory25-35,health(4)isthewell-beingvariable

mostaffectingtheidealageformarriage,whilepaidworkandeducation(both4)arethe

well-beingvariablesmostaffectingtheidealageforchildbearing.

Takingacloserlookatindividualcoefficients,weobservethatstronglyinlinewithour

hypothesis,educationincreasesidealagesin15outof16instances.Contrarytoourhypothesis,

paidworkincreasesidealagesin10outof15instances(movingfrom1(beinginpaidwork)to

2(notbeinginpaidwork)producesanegativecoefficient).Interestingexceptionsinlinewithour

hypothesis・countrieswherepaidworkdecreasesidealages(positivecoefficientsgivencoding)-

areBelgium,theNetherlandsandNorway.Inallthreecountries,theagedecreasingeffectsfound
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forpaidworkaresituatedexclusivelyinthehighestagecategory(25-35).Moreorlessinlinewith

ourhypothesis,overalllifesatisfactionbringsdownidealagesin17outof25instances.InGreat

BritainandIreland,however,overalllifesatisfactionhasageincreasingeffects.Beingingood

healthgenerally(15outof22instances)increases(negativecoefficientsgivencoding)idealages.

Age-decreasingeffects(positivecoefficients)aresituatedexclusivelyinthehighestagecategory

(25-35).Contrarytoourhypothesis,socialinteractiongenerally(13outof20instances)increases

idealages.

4.Conclusionsanddiscussion

Thefocusofthispaperwasontherelationbetweenwell-beingandthetimingofthetransition

toadulthood.Itanalysedforwomenof3differentagecategories(15-25,20-30and25-35)in12

Europeancountriestheeffectof5well-beingvariables(overalllifesatisfaction,paidwork,health,

socialinteraction,andeducation)ontheperceivedidealtimingof3keyeventsinthetransitionto

adulthood(livingwithapartnernotmarriedto,marriage,andchildbearing).Usewasmadeof

micro-dataavailablefromtworotatingmodules(oneonthelifecourse,oneonpersonalandsocial

well-being)ofthethirdroundoftheEuropeanSocialSurvey(ESS3,2006-2007),whichwere

analysedthroughmultipleregression.

Theconclusionofthispaperisthatwell-beingvariableshaveanimportanteffectonthe

perceivedidealtimingofkeyeventsinthetransitiontoadulthoodbutthatthiseffectdiffers

substantiallyacrosscountries,eventsandagecategories.Well-beingvariablesaffecttheidealage

formarriagemost,followedbytheidealagesforchildbearingandpartnership.Theyaremuch

moreimportantfortheagecategory25-35thanfortheotheragecategories.Andtheytakeon

greaterimportanceforsomecountries(e.g.Netherlands,Sweden)thanforothercountries(e.g.

Spain).Overalllifesatisfaction,healthandsocialinteractionproducemoresignificanteffectsthan

paidworkandeducation.Education,paidwork(withsomeinterestingexceptionsforhigherage

categories)andsocialinteractionraiseidealageswhileoveralllifesatisfactiondecreasesthem.The

effectsofhealtharemixed.

Theimportanceofthesefindingsontheimpactofwell-beingrelatestotheincreasingattention

beingpaidtowell-beingin,forinstance,EuropeatbothMemberStateandEuropeanUnionlevel.

Agoodillustrationofthisisprovidedbydevelopmentsinthefieldofthemeasurementofsocietal

progress.Inthecourseofthepastdecade,theEUrecognisedtoanincreasingextenttheweakness

ofGDPasaproxyindicatorforoverallsocietaldevelopmentandprogressingeneral:bydesign

andpurposeitcannotbereliedupontoinformpolicydebatesonallissuessinceitdoesnotmeasure

environmentalsustainabilityorsocialinclusion.TheEUthereforerecognisedtoanincreasing

extenttheneedtoimprovedataandindicatorstocomplementGDP.InNovember2007,this

resultedintheconference"BeyondGDP"co-organisedbytheEuropeanCommission,the

EuropeanParliament,theClubofRome,theWWFandtheOECD,whichrevealedstrongsupport
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frompolicy-makers,expertsandcivilsocietyforthisendeavour3).

InAugust2009,theEuropeanCommissionpublishedinresponsetotheoutcomeofthe2007

conferenceaCommunicationtitled"GDPandbeyond-Measuringprogressinachangingworld",

whichannouncedanumberofactionstobetakenintheshorttomedium term (European

Commission,2009).Theobjectivewastodevelopmoreinclusiveindicatorsprovidingamore

reliableknowledgebaseforbetterpublicdebateandpolicy-making.Theseactionsincludedand

concerned:(1)thedevelopmentofacomprehensiveenvironmentalindexandtheimprovementof

quality-of-lifeindicators;(2)theincreasedtimelinessofenvironmentalandsocialdatatobetter

informpolicy;(3)moreaccuratereportingondistributionandinequalities;(4)thedevelopmentof

aEuropeansustainabledevelopmentscoreboard;and(5)theextensionofnationalaccountsto

environmentalandsocialissues.

Withrespecttotheimprovementofquality-of-lifeindicators,theEuropeanCommission's

statisticalagencyEurostatpublishedinMarch2001afeasibilitystudyonwell-beingindicators

withasuggestedlistofindicators4).Asubstantialnumberofthesuggestedindicatorswerebased

ontheEuropeanSocialSurvey.

Ofcoursemuchresearchremainstobedonetounderpintherobustnessoftheresultspresented

inthispaper.Theconceptofwell-beingneedstobefurtherexploredandabetterinsighthastobe

obtainedinthevarioussub-dimensionsitcomprises.Alternativesfortheoperationalisationofthose

sub-dimensionsneedtobeassessed.Informationneedstobecollectedonlevelsofwell-beingat

thetimeofanactualtransition.Intheabsenceofsuchinformation,therelationbetweenopinions

andperceptionsontheonehandandactualbehaviourontheotherhandneedstobeexplored.
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Table1.Well-beingvariablesinESS3

Overallwell-being

LIFESAT Howsatisfiedwithlifeasawhole

HAPPY Howhappyareyou

OPTFTR Alwaysoptimisticaboutmyfuture

PSTVMS Ingeneralfeelverypositiveaboutmyself

FLRMS AttimesfeelasifIamafailure

LFCLLK OnthewholelifeisclosetohowIwouldlikeittobe

STFLFSF Satisfiedwithhowlifeturnedoutsofar

NHPFTR Hardtobehopefulaboutthefutureoftheworld

LFWRS Formostpeopleincountrylifeisgettingworse

Economicwell-being

STFECO Howsatisfiedwithpresentstateofeconomyincountry

GINCDIF Governmentshouldreducedifferencesinincomelevels

STFSDLV Satisfiedwithstandardofliving

PAIDWORK Currentlyinpaidworkofanykind

UEMPNYR Becomeunemployedinthenext12months,howlikely

UEMP3M Everunemployedandseekingworkforaperiodmorethanthreemonths

UEMP12M Anyperiodofunemploymentandworkseekinglasted12monthsormore

UEMP5YR Anyperiodofunemploymentandworkseekingwithinlast5years

HINCFEL Feelingabouthousehold'sincomenowadays

BRWMNY Borrowmoneytomakeendsmeet,difficultoreasy

Physicalwell-being

STFHLTH Stateofhealthservicesincountrynowadays

HEALTH Subjectivegeneralhealth

HLTHHMP Hamperedindailyactivitiesbyillness/disability/infirmary/mentalproblem

Overalltrust/socialinteraction

PPLTRST Mostpeoplecanbetrustedoryoucan'tbetoocareful

PPLFAIR Mostpeopletrytotakeadvantageofyou,ortrytobefair

PPLHLP Mostofthetimepeoplehelpfulormostlylookingoutforthemselves

SCLMEET Howoftensociallymeetwithfriends,relativesorcolleagues

INMDISC Anyonetodiscussintimateandpersonalmatterswith

SCLACT Takepartinsocialactivitiescomparedtoothersofsameage

WKVLORG Involvedinworkforvoluntaryorcharitableorganisations,howoftenpast12months

HLPOTH Helpothersnotcountingfamily/work/voluntaryorganisations,howoftenpast12months

ATNOACT Helporattendactivitiesorganisedinlocalarea,howoftenpast12months

Education

EDULVL Highestlevelofeducation
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Table2.Controlvariables

Partnerstatus

EVMAR Areoreverbeenmarried

MARITALA Legalmaritalstatus

LVGHWA Currentlylivingwithhusband/wife/civilpartner

PARTNER Currentlylivingwithpartner

LVGPTNE Everlivedwithapartnerwithoutbeingmarried

DVRCDEV Everbeendivorced

Childstatus

BTHCLD Evergivenbirthto/fatheredachild

CHLDHHE Everhadchildrenlivinginhousehold

Age

YRBRN Yearofbirth

Table3.Coding

LIFESAT(Howsatisfiedwithlifeasawhole) 0:Excdissatisfied-10:Excsatisfied

PDWRK(Currentlyinpaidworkofanykind) 1:Yes-2:No

HEALTH(Subjectivegeneralhealth) 1:Verygood-5:Verybad

SOCINT5） (How oftensociallymeetwithfriends,
relativesorcolleagues)

1:Never-7:Everyday

EDULVL(Highestlevelofeducation) 0:Notcompleted-6:2ndStageoftertiary

PARTNER(Liveswithhusband/wife/partner) 1:Yes-2:No

BTHCLD(Evergivenbirthto/fatheredachild) 1:Yes-2:No

5）OriginalvariablelabelisSCLMEET.
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ウェルビーイングと成人期移行における
主要ライフイベントの理想年齢について
―2006・2007年ヨーロッパ社会調査に基づく分析―

松尾英子，ヘンリ・デランゲ

本論文はウェルビーイングと成人期移行における理想年齢の関連について2006・2007年

第三次ヨーロッパ社会調査を使って分析したものである．ヨーロッパ社会調査は2002年よ

り2年ごとに，固定質問票と毎回替わるテーマ質問票により，ヨーロッパ諸国でデータ収

集が行われてきた．本分析は2006・2007年第三次調査（テーマ質問票のライフコース，個

人と社会のウェルビーイング）を使用した．本論文では，ヨーロッパの12か国（ベルギー，

ドイツ，デンマーク，スペイン，フィンランド，フランス，英国，アイルランド，オラン

ダ，ノルウェー，ポルトガル，スウェーデン）を対象に，3つの年齢層（15－25歳，20―

30歳，25－35歳）の女性に対して，5つのウェルビーイング変数（全人生満足度，就労の

有無，健康度，社会参加・社会相互作用，教育）の成人期移行における3つの理想年齢

（理想同棲年齢，理想初婚年齢，理想第一子出生年齢）に及ぼす影響について分析した．

分析結果として，ウェルビーイングの変数が成人期移行の理想年齢に重要な影響を与える

こと，特に，3つの主要ライフイベントの中で理想初婚年齢（続いて理想第一子出生年齢，

そして理想同棲年齢），25－35歳年齢層，オランダやスウェーデンといった国で及ぼす影

響が強いことを示した．5つのウェルビーイング変数の中では教育，就労，社会参加・社

会相互作用が理想年齢を高めるのに対し，全人生満足度はこれを低めることも示した．ま

た，本論文には関連文献の紹介，ウェルビーイングの観点からの政策提言も含めた．
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地域メッシュ統計の区画変遷に伴う時系列分析の

可能性に関する一考察

―測地系間・メッシュ階層間の比較から―

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

近年，世界各国のセンサスにおいて小地域統計の重要性が認識されるようになってきて

いる（大友 2007）．わが国における小地域統計の台頭の背景としては，主に2000年以降の

「平成の大合併」の進展によって市町村境域が大幅に広域化し，それに伴って様々な性格

を持った複数の地域が同一の自治体になるケースが増えた（芦谷 2010）ことが挙げられ

る．こうした状況下において市町村別の統計は，地域の実情を詳細に示すデータとして，

従来と比較すると必ずしも適切とはいえなくなってきた．市町村別に，よりきめ細かな計

画や政策が求められている時代にあっては，今後，小地域統計が市町村別統計に取って代

わり得る存在になると考えられる．そのなかでも地域メッシュ統計は，ほぼ当面積の区画

で距離に関する分析が容易であることなどから利用頻度が高く，特に近年においては，

GIS（地理情報システム）を活用した各種分析において多用されている．地域メッシュ統
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国勢調査などで表象されている地域メッシュ統計は，その分析上の多くの利点やGIS（地理情報

システム）の普及などによって，広範な分野においてデータが活用されている．一方で，測地系の

改変に伴う境域の変化やメッシュ階層の細分化によって，地域メッシュ統計を用いた時系列分析は

岐路にさしかかっている状況であるといえる．本稿では，異なる境域のメッシュデータを用いた場

合に推定される鉄道路線からのバッファリング圏内人口および圏内の年齢別人口割合の差について

検証し，時系列分析に耐えうるか否かに関する一考察を行った．その結果，測地系間・メッシュ階

層間ともに推定される年齢別人口割合の差は微小であり，沿線別の人口構造の特徴を捉えるうえで

は，異なる測地系・異なるメッシュ階層のデータを用いたとしても影響は小さいことが示唆された．

また，基本単位区データから求められる圏内人口を真値とし，町丁・字等別集計を含めた小地域統

計から圏内人口を推定した結果，4次メッシュを統計データとして用い，小地域統計の人口を面積

按分する簡易な方法によって非常に精度の高い推定結果が得られた．本研究により，地域メッシュ

統計のさらなる利用可能性が明らかになったと考えられる．



計は，小地域統計のなかでは早い段階から整備されてきたことに加えて，ベクターデータ

としてもラスターデータとしても利用可能であることから，とりわけ時空間分析には適し

た統計データであるといえる．

しかし，測量法の改正による日本測地系から世界測地系への移行に伴って日本周辺にお

ける緯度経度座標が変化し，緯度経度座標を基準とする地域メッシュの区画も改変が避け

られない状況となっている．また，地域メッシュ統計自体は調査ごとに概ね拡充される方

向にあり，近年の国勢調査においては基準地域メッシュ（3次メッシュ）をさらに細分化

した分割地域メッシュ（4次メッシュ等）のデータも作成されるようになっている．地域

メッシュ統計は，区画の変化がないという点が統計データとしての大きなメリットであっ

たが，上記のようなデータ整備過程においては，年次によって異なる区画の地域メッシュ

統計を利用せざるを得ない（あるいは，分析の内容によっては利用した方が良い）状況に

直面することとなる．

本研究ではこうした点に着目し，年次によって異なる区画のデータを採用した場合に，

時系列分析に耐えうるか否かの一考察を行った．具体的には，鉄道路線からのバッファリ

ング１）によって推定される圏内人口を，測地系間・メッシュ階層間で比較し，その差につ

いて検証した．併せて小地域統計を利用した圏内人口の推定方法についても考察し，正確

な推定に必要な統計データと推定手法を検討することとした．以下ではまず，地域メッシュ

統計の区画変遷について，国勢調査データを中心として概観する．

Ⅱ．地域メッシュ統計の区画変遷

地域メッシュ統計の作成に至った経緯や具体的な作成方法，分析上の利点等については

多くの文献に記されているので（たとえば，大友（1997），総務省統計局（1999）など），

ここでは主に区画の変遷に焦点を絞った整備過程について記す．

国勢調査において，3次メッシュの統計データがはじめて全国を網羅したのは1970年で

あった．3次メッシュは経度45秒・緯度30秒で区切られており，主に緯度によって若干大

きさは異なるが，概ね1km四方の区画である２）．日本全国は，38万区画以上の3次メッ

シュによってカバーされているが，1970年時点の市町村数3,331３）と比較すると100倍以上

の区画数となっており，当時としては画期的な小地域統計であったといえよう．その後，

国勢調査においては概ねデータ項目が拡充される形で継続的に3次メッシュ単位での統計

データが表象されるほか，その他国の機関が実施する主要な調査においても次々と3次メッ

シュデータが作成されるようになり，1980年代の初期には5大センサス（国勢調査・事業
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1）バッファリングはGISの基本機能の一つで，任意のオブジェクト（駅・商業施設などの点オブジェクトや，

道路・鉄道などの線オブジェクトなど）から一定距離内に存在する地域を検出し，そのなかに含まれるオブジェ

クト等を抽出する機能である．

2）北半球に属する日本では南に行くほど1秒当たりの経度が長くなるため，たとえば札幌市と那覇市に属する

3次メッシュの面積を比較すると，後者が前者の1.2倍ほどの大きさとなる．

3）東京都特別区部を1市としてカウントした場合．



所統計調査４）・農林業センサス・商業統計調査・工業統計調査）すべてにおいて地域メッ

シュ統計の利用が可能になった（大友 1997）．

しかしデータが整備された当初は，空間分析のための環境が未成熟であったため，地域

メッシュ統計の利用はマイクロフィルムからのハードコピーによるなど，限定的とならざ

るを得なかった（酒井 2005）．地域メッシュ統計は紙媒体での提供が主体であったほか，

手作業で分析を行うにはあまりにデータ量が膨大であることなどから，データ処理が非常

に困難であった．

こうした状況を一変させたのがGISの進展である．とりわけ1990年代以降，GISソフト

の低価格化と高性能パソコンの普及が急速に進み，並行して地域メッシュ統計をはじめ交

通網・地形・各種施設などの空間データが次々とデジタル化されるようになると，地域メッ

シュ統計の有用性は飛躍的に向上した．それと同時にデータの利用用途は多様化し，たと

えば商圏が半径350mといわれるコンビニエンスストアの立地分析など（平下 2008），利

用目的によっては，3次メッシュの区画は次第に粗さが目立つようにもなってきた．

このように，GISの浸透と地図・統計データの電子化によって空間分析の可能性が一気

に広がったことで，3次メッシュをさらに分割したメッシュデータへの需要が大きく高まっ

たといえよう．国勢調査では，1995年調査から町丁・字等別集計の結果が表象されるよう

になり，2000年調査において3次メッシュを2×2等分した4次メッシュデータが全国を

カバーした．2005年調査においては政令指定都市にかかる地域に限定されているものの，

4次メッシュを2×2等分した5次メッシュデータが作成されている（3次メッシュ～5

次メッシュの階層関係を図1，国勢調査におけるメッシュデータ整備過程を表1に示す）．

今後，インフラ等のデジタル地図データがさらに普及するにつれて，3次メッシュよりも

4次メッシュや5次メッシュが分析単位の主流となっていく可能性は高いと考えられる．

―67―

図１ ３次メッシュ～５次メッシュの階層関係

4）平成8（1996）年調査からは「事業所・企業統計調査」，平成21（2009）年調査からは「経済センサス」と

名称が変わっている．



地域メッシュ統計の利点の一つは，緯度経度によって区画が定められているために，市

区町村のような合併等に伴う境域の変更がないという点であった５）．しかしながら，2002

年の測量法の改正によって，経緯度が従来の日本測地系に代わって世界測地系に基づいて

表示されるようになり，これに伴って地域メッシュ統計の区画も変更を余儀なくされるこ

ととなった．国勢調査においては，2005年調査より世界測地系による地域メッシュ統計が

作成されるようになったが，2000年と1995年についても遡及的に世界測地系メッシュデー

タが作成されている．また2005年については，世界測地系メッシュデータが公表された後

に日本測地系メッシュデータも公表されているため，1995年・2000年・2005年の3時点に

おいては，日本測地系と世界測地系の双方に基づくメッシュデータが併存する形となって

いる．しかし2010年以降の国勢調査の地域メッシュ統計においては，世界測地系に基づく

メッシュデータに一本化することが予定されており，日本測地系に基づくメッシュデータ

を用いて時系列分析を行う際には2005年が最終時点となる見込みである（表2）．

地域メッシュ統計が作成されはじめた段階では，日本測地系に基づく3次メッシュデー

タを利用した分析が主に想定され，分析目的に応じてメッシュを統合すれば時系列分析に

もほぼ支障がないと考えられてきたが，上記のようにメッシュの区画も時代とともに変更・

拡充されることとなり，地域メッシュ統計を利用した時系列分析の枠組みは一つの岐路に

さしかかっているともいえる．近年では人口統計データのみならず，地形・自然環境・イ

ンフラ等についても数値化されたうえでメッシュデータとして表象されるようになるなど，
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表１ 国勢調査におけるメッシュデータ整備過程

3次
メッシュ

4次
メッシュ

5次
メッシュ

1995年 ○ △ ×
2000年 ○ ○ ×

2005年 ○ ○ △
2010年
（予定）

○ ○ △

※総務省統計局のWebページ等より筆者作成．
1970～1990年は1995年に同じ．

○：全国をカバー

△：一部地域のみカバー

×：未整備

5）境域の変更はないものの，集合住宅がメッシュの境界をまたぐ場合などには，国勢調査の年次によって人口

等のデータ配分方法に違いがある．詳細は，小西・田村（2007）を参照されたい．

表２ 国勢調査における測地系別のメッシュデータの有無

日本
測地系

世界
測地系

1990年 ○ ×
1995年 ○ ○
2000年 ○ ○
2005年 ○ ○
2010年
（予定）

× ○

※1970～1985年は日本測地系のみ
データあり．

○：データあり

×：データなし



地域メッシュ統計の適用はGISのいっそうの発展とともにさらに広範な分野に及んでいる．

こうした動きのなかで，異なる境域のメッシュデータを利用した場合の影響を検討するこ

とは，あらゆる分析の時系列比較可能性の観点から有意義であるといえよう．

Ⅲ．測地系，メッシュ階層の違いによるバッファリング抽出の差異

日本測地系に基づく経緯度座標と世界測地系に基づく経緯度座標のズレの例を図2に示

す６）．日本測地系で緯度35.67100度，経度139.75591度（十進経緯度）の地点は東京メトロ

丸ノ内線の霞ヶ関駅に相当するが，同じ緯度経度を世界測地系でみると日比谷公園のほぼ

南東端の位置となり，両者の間の距離はおよそ460mである．日本国内で同じ経緯度座標

を両測地系間で比較すると，場所によって若干異なるが，世界測地系の方が400～500m程

度南東方向にある（測地系に関してより詳しくは田中（2005）等を参照されたい）．また，

同じコードの3次メッシュを両測地系間で比較した例が図3である．世界測地系に基づく

3次メッシュの面積の約半分は同じコードの日本測地系に基づく3次メッシュに重なるが，

残りの約半分は日本測地系では異なるコードのメッシュでカバーされる．このため，同じ

コードでも異なる測地系の地域メッシュ統計のデータは大きく異なる場合がある．たとえ

ば図3では，3次メッシュコード「53394611」の総人口は，日本測地系では205人である

が，世界測地系では1,069人と約5倍の人口となっている．4次メッシュになると，両測

地系で同じコードのメッシュが重なる面積はほとんどなくなってしまう．
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6）図2～図5の背景図には国土数値情報（国土交通省国土計画局）および数値地図25000（日本地図センター）

を用い，筆者が一部加工している．

図２ 日本測地系と世界測地系の経緯度座標のズレ（例）



このような測地系間の地域メッシュの空間的なズレにより，異なる測地系のメッシュを

用いてバッファリングを行うと，結果にも差が生じる．たとえば，JR中央線から1km以

内に重心が存在する3次メッシュを選択する場合，コード「53394534」のメッシュは日本

測地系では抽出されるが，世界測地系では抽出されない（図4）．このように，一方の測

地系に基づくメッシュのみが抽出されることによって，同じ1kmをバッファリング距離
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図３ 日本測地系と世界測地系の３次メッシュのズレ（例）

図４ 測地系の違いによるメッシュ抽出の有無（例）
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に採用したとしても，推定される圏内人口は測地系間で異なることになる．

同様に，同じ測地系でも統計データとして3次メッシュを利用した場合と4次メッシュ

を利用した場合で，やはりバッファリングの結果は異なる．たとえば世界測地系に基づく

地域メッシュ統計でJR中央線から1km以内に重心が存在するメッシュを選択する場合，

図4でみたようにコード「53394534」の3次メッシュは抽出されず，4次メッシュにおい

てもコード「533945341」・「533945342」のメッシュは抽出されないものの，コード

「533945343」・「533945344」のメッシュは抽出される（図5）．

前述のように，1995年以前の国勢調査では4次メッシュデータを全国的に得ることがで

きないため，中長期の時系列分析を行う際には今日でも3次メッシュデータが多用される．

地域メッシュ統計を用いた時系列分析では，途中年次から4次メッシュデータを利用した

場合に時系列的な整合性が保たれるか否かという問題が挙げられるが，メッシュ階層間の

バッファリング結果の比較によって，有効な回答を提供することができるであろう．

Ⅳ．バッファリング圏内人口の比較

本節では，異なる測地系および異なるメッシュ階層の地域メッシュ統計を利用すること

によって，小池（2010）において分析対象とした鉄道路線から1km以内に重心が存在す

るメッシュの抽出結果を比較し，バッファリング圏内人口の差などについて検討すること

とする．用いたデータは，2005年国勢調査の地域メッシュ統計（日本測地系および世界測

地系の各3次メッシュおよび4次メッシュ），対象とした鉄道路線は表3のとおりである．
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図５ メッシュ階層の違いによるメッシュ抽出の有無（例）



まず，日本測地系のメッシュを対象とした場合と世

界測地系のメッシュを対象とした場合とで，1kmバッ

ファリングで抽出されるメッシュの比較を行った．図

6は，3次メッシュについて比較を行ったグラフであ

り，双方の測地系で抽出されたメッシュ数に対する片

方の測地系で抽出されたメッシュ数の割合を示してい

る．割合が高いほど測地系間でのメッシュ抽出に差が

あるといえるが，本図によれば路線の延びる方角によっ

て大きく割合が異なっていることがわかる．具体的に

は，JR東海道本線や東急東横線・田園都市線など都

心から南西方向に延びる路線で差が大きい反面，JR

高崎線や東武東上線など北西方向に延びる路線では比

較的差が小さい．これは主に，日本測地系と世界測地

系のズレの方向に起因する．図7は，JR東海道本線とJR高崎線について，世界測地系に

基づく緯度座標の路線に日本測地系に基づく緯度経度の路線を重ねた図である．JR東海

道本線では，ほとんどの場所で2つの路線が乖離した状態であるが（上），JR高崎線では

測地系のズレの方向と路線の延びる方向がほぼ一致しているために両者が概ね重なること

になる（下）．このようにライン（線）からのバッファリングでは，路線の延びる方向が

南東－北西の軸から南西－北東側にずれるほど，測地系間のメッシュ抽出結果に乖離が生

じやすい結果となる．
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表３ バッファリング結果比較を

行った路線とその略称

路線名 略称

京急本線 京急
JR東海道本線 東海道
東急東横線 東横

東急田園都市線 田園
小田急小田原線 小田急
京王本線 京王

JR中央線 中央
西武池袋線 池袋
西武新宿線 新宿

東武東上線 東上
JR高崎線 高崎
東部伊勢崎線 伊勢崎
JR常磐線 常磐
京成本線 京成
JR総武線 総武

図６ 双方の測地系で抽出されたメッシュ数に対する片方の測地系で

抽出されたメッシュ数の割合（3次メッシュの場合）
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図７ 世界測地系に基づく緯度経度の路線に日本測地系に基づく緯度経度の

路線を重ねた図（上：JR東海道本線，下：JR高崎線）
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注：背景図は世界測地系に基づく．図中の数字は東京駅からの距離を表す．



続いて，日本測地系と世界測地系の間でバッファリング圏内人口の推定結果を比較した

のが図8（3次メッシュおよび4次メッシュ）である．総人口については，日本測地系に

よるバッファリングの結果を100.0とした場合，世界測地系によるバッファリングの結果

は3次メッシュでは90.5～103.6， 4次メッシュでは97.4～104.1のレンジに収まる結果と

なった．今回対象とした路線の中では，営業距離の短い路線（東急東横線），沿岸部を走っ

ていることによりメッシュ内の人口分布の偏りが大きい路線（京急本線，JR京葉線）な

どにおいて，比較的測地系間の差が大きくなっている．一方，同様に世界測地系による結

果を基準とした場合，年少人口割合の値は，3次メッシュでは-0.30～+0.33ポイント，4

次メッシュでは-0.20～+0.18ポイントのレンジに，老年人口割合の値は，3次メッシュで

は-0.72～+0.45ポイント， 4次メッシュでは-0.14～+0.13ポイントのレンジにそれぞれ収

まっている．総人口については，日本測地系と世界測地系の間で抽出されるメッシュ数が

異なる場合に指数値が100から乖離する傾向が強く，一定距離内に重心が含まれるメッシュ

を抽出する方法によると，測地系間をまたぐバッファリング圏内の総人口の比較は必ずし

も適切とはいえない場合がある．ただしこの問題は，次節において述べる面積按分の方法

を採用することによって軽減される可能性があり，今後の検討課題の一つとしたい．一方

年齢別人口割合については，全体的に測地系間の値の差は微小であり，沿線間の人口構造

の比較においては，重心が含まれるメッシュを抽出したとしても測地系の違いによる影響

は小さいといえるだろう．また3次メッシュと4次メッシュを比較すると，測地系間の差

はいずれの指標も4次メッシュにおいて大幅に縮小しており，時系列分析を行ううえでは

4次メッシュの利用がより望ましいことは明らかである．

一方，同じ測地系間において3次メッシュと4次メッシュのバッファリング結果を比較

したのが図9（日本測地系および世界測地系）である．3次メッシュ内の人口分布の偏り

が大きい路線などでは，総人口・年齢別人口割合とも4次メッシュとの差がやや拡大して

おり，測地系間と同様に総人口においてその傾向が強い．しかし年齢別人口割合の差は概

して小さく，全体的な差の水準は3次メッシュの測地系間とほぼ同じとなっている．

このように，路線別1kmバッファリングの結果によれば，測地系間・メッシュ階層間

ともに大きな差異はなく，分析にあたって途中年次から異なる測地系のデータまたは異な

るメッシュ階層のデータを用いた場合でも，全体的な傾向を捉えるうえでの時系列分析は

十分可能であると考えられる．

小池（2010）においては1980年～2005年の間で日本測地系に基づく3次メッシュデータ

を利用している．2010年以降のデータを用いて時空間分析を継続させる場合，バッファリ

ング圏内人口の推定方法を再検討する必要があるが，世界測地系に基づく3次メッシュデー

タ利用への展望が開けたと考えられる．
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図８ 測地系間のバッファリング圏内推定人口・年齢別人口割合の差

（上：３次メッシュ，下：４次メッシュ）
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図９ メッシュ階層間のバッファリング圏内推定人口・年齢別人口割合の差

（上：世界測地系，下：日本測地系）



Ⅴ．小地域統計を用いたバッファリング圏内人口の推定精度

小池（2010）では，データはすべて3次メッシュを利用し，重心が含まれるメッシュの

人口を採用することによってバッファリング圏内人口を推定した．しかし，上記で4次メッ

シュを利用した場合の推定人口とは若干の差があり，後者の方が精度は高いと考えられる

が真値は不明である．そこで本節では，鉄道路線から一定距離内に含まれる人口を小地域

統計から推定し，その精度を検証することとする．地域メッシュ統計や町丁・字等別集計

は，スーパーマーケットやコンビニエンスストアの商圏分析等で多用されているが，それ

らの統計によって推定される人口の精度については草野（2010）が注目されるものの，こ

れまでほとんど議論がなされていない．しかし，今後も地域メッシュ統計等を活用した時

空間分析を継続させていくうえで，推定精度の検証は不可欠であると考える．

近年の国勢調査における最小の集計単位は，1990年調査から導入されている基本単位区

である．基本単位区は恒久的な地物によって区切られた地域単位であり，街区またはそれ

に準ずる区画となっている．基本単位区別の集計も各回の国勢調査によって行われ，代表

点の緯度経度座標とともにデータが提供されている．また，地域メッシュ統計や町丁・字

等別集計などの小地域統計は，すべて基本単位区データを基に作成されている（各種の小

地域統計作成の沿革等については，梶田（2008）を参照されたい）．しかしながら，基本

単位区別の集計結果は2005年の国勢調査において男女別人口および世帯数の表象のみに限

定されており，その他の集計項目については直接データを入手することができない．上記

のような商圏分析や鉄道沿線の乗車需要分析などを行ううえでは，年齢別人口をはじめと

して，より詳細な属性の把握が不可欠である．その際には多数の集計項目が存在する地域

メッシュ統計や町丁・字等別集計が有用であるが，実際にこれらの統計を利用したときに

どの程度の精度で圏内人口が推定できるかについては，基本単位区データから検証するこ

とが求められる．基本単位区データは単位区を代表するポイント（点）データとして与え

られているために，完全に正確な圏内人口までは把握できないことに留意する必要がある

が，ここでは基本単位区データから得られる圏内人口（すなわち，バッファリング圏内に

含まれるポイントデータの人口を集計した値）を真値として扱い，その値からの誤差を検

討することとする．

圏内人口の推定に用いた小地域統計は，2005年国勢調査における3次メッシュ・4次メッ

シュ（ともに世界測地系）および町丁・字等別集計である．また推定方法としては，バッ

ファリング圏内に重心が含まれる小地域統計のデータを採用する場合と，圏内の小地域統

計のデータを面積按分する場合で精度を比較した（図10）．

対象とした路線は，小田急小田原線・JR高崎線・京成本線の3路線であり，営業距離

が比較的長く都心からそれぞれ別方向に延びる路線を選定した．誤差の算出にあたっては，

都心から60km圏内を10kmごとに区切り，路線からのバッファリング距離は0～1km圏・

1～2km圏・2～3km圏の3つの距離帯をとった．合計6× 3＝18のエリアにおいて誤
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差を比較したが，都心からの距離帯ごとには目立った誤差の傾向が認められなかった．そ

こで，都心からの距離についてはすべての距離帯をまとめ，次式によってバッファリング

距離帯ごとに誤差率を求めることとした．

Ej ・r・i・

・
6

h・1

・・・Pj ・r・
h
i・P・k・

h
i
・・・

・
6

h・1

Pj ・r・
h
i

・100

なお，

Pj ・r・
h
i：小地域統計r（3次メッシュ，4次メッシュ，町丁・字等），手法j（重心，按分）

を用いた場合の，都心からの距離帯h（0～10km圏，10～20km圏，…，50～60km圏），

路線からのバッファリング距離帯i（0～1km圏， 1～2km圏， 2～3km圏）におい

て推定された圏内人口
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図10 バッファリング圏内人口の推定方法：重心が含まれる人口を採用する方法（上）

と小地域統計の人口を切り取られる面積によって按分する方法（下）



P・k・
h
i：基本単位区データを用いて得られた，都心からの距離帯h，バッファリング距離

帯iの総人口の「真値」

である．

Ej ・r・iは，小地域統計rおよび手法jを用いた場合の，都心からの距離帯ごとの推定誤

差率を人口で重み付けした路線からのバッファリング距離帯iにおける推定人口誤差率，

と定義することができる．値が小さいほど，推定精度は高いといえる．

上記の3つの沿線について算出した Ej ・r・iのグラフを図11に示した．これらの図より

指摘できることは主に次の2点である．第一に，利用した小地域統計ごとに誤差を比較す

ると，全体として4次メッシュが最も小さく，以下，町丁・字等，3次メッシュの順に誤

差が拡大している．1区画あたりの面積は3次メッシュが最も大きく，4次メッシュはそ

の1/4であるが，町丁・字等の平均的な面積は対象地域内では4次メッシュとほぼ同じで

ある．しかしながら，町丁・字等と4次メッシュを利用した場合では推定人口の精度に相

当程度の開きがある．4次メッシュはほぼ矩形かつ等面積であるが，町丁・字等の面積は

地区によって大きく異なるうえ形状も様々であるために，バッファリングを行う場合には

4次メッシュを利用した方が安定的な推定結果が得られると考えられる．第二に，推定方

法間で比較すると，圏内の人口を面積按分した方が，重心が属する人口を採用するよりも

全体として精度は大きく向上している．とくにバッファリング距離が1～2km以上にな

ると，重心が属する人口を採用する場合では，重心がバッファリングの境界付近に存在す

ると誤差が拡大しやすくなる傾向がある．鉄道路線からの距離が遠くなるほど全体として

人口密度は低下すると同時に，分布の粗密が目立つようになってくる．こうした状況では

面積按分を行った方が良好な推定結果が得られるといえる．隣接する小地域統計の人口の

情報などから，より精度の高い推定方法も考えられるが，単純な面積按分を行うだけでも

推定精度は大幅に上がり，4次メッシュを利用した場合にはほとんどの沿線・バッファリ

ング距離帯で誤差が1％程度に収まっている．

今日，様々な目的に応じて各種の小地域統計が活用されているが，バッファリング圏内

人口の推定に関しては，町丁・字等別集計よりも4次メッシュの利用が望ましいことが示

唆された．4次メッシュ以上の詳細な空間単位での統計データが全国を網羅していない現

段階では，基本単位区以外の小地域統計からの推定には一定の限界があるともいえるが７），

地域メッシュ統計の利点がまた一つ明らかになったと考えられる．ただし今回はあくまで

もケーススタディにすぎず，鉄道駅からの点バッファリングなども含めた他地域での同様

な精度の検証が不可欠であろう．
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7）国勢調査の地域メッシュ統計に関連するデータとして，電話帳データをもとに約100m四方の区画まで人口

等が推定されたデータセットが株式会社JPSから販売されている．本データの利用によってどこまで推定精度

が向上するかについては今後の課題としたい．
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図11 推定人口誤差率 Ej ・r・iの分布：小田急（上），高崎（中），京成（下）



Ⅵ．おわりに

本稿では，地域メッシュ統計の測地系の違い（日本測地系・世界測地系）およびメッシュ

階層の違い（3次メッシュ・4次メッシュ）が，鉄道路線からのバッファリング圏内人口

の推定結果に及ぼす影響の評価を通じて，ある時点を境に異なる測地系ないしは異なるメッ

シュ階層のデータを利用した場合の時系列分析の可能性について検討した．併せて，町丁・

字等別集計を含めた小地域統計を用いて鉄道路線からのバッファリング圏内の人口を推定

し，基本単位区データから求められる圏内人口との比較によって，推定に適した小地域統

計および推定方法を考察した．その結果の概要は，次のとおりである．

まず，異なる測地系のデータを用いた場合のバッファリング結果の差異については，年

齢別人口割合は概ね微小であったが，総人口は両者の差が比較的大きな沿線も認められた．

とくに，抽出されたメッシュ内の人口分布の偏りが大きいと考えられる沿線や営業距離が

比較的短い路線沿線などでは差がやや拡大し，3次メッシュを利用した場合は4次メッシュ

を利用した場合と比較して，総人口・年齢別人口割合とも全体として差のレンジが広がる

結果となった．また，異なるメッシュ階層のデータを用いた場合もやはり差は小さく収まっ

たが，測地系間と同様にメッシュ内の人口分布が偏っていると考えられる場合には，総人

口を中心として多少の差もみられた．以上から，今後鉄道沿線別の時空間分析を続けてい

くことを想定した場合，沿線ごとの人口構造の特徴等を捉える上では，いずれの測地系の

メッシュデータを利用しても大きな問題はないが，沿線別人口の比較にはバッファリング

圏内人口の推定方法の再検討などが必要と考えられる．

政令指定都市においては5次メッシュデータが作成されているため，これを利用して日

本測地系の3次メッシュデータを推定するという方向性もあり得るだろう．しかし，分析

単位のスケールが小さくなればなるほど，特に測地系間のデータの差の影響が大きくなる

には注意しなければならない．さらに，本稿は人口が稠密な大都市圏内での分析であった

が，非大都市圏では一般に人口分布の偏りが大きいため，同様の検証を行ったとしても指

数の差は今回のケース以上に拡大する可能性が高いことにも留意する必要がある．

また小地域統計を利用したバッファリング圏内人口の推定については，少なくとも対象

とした3路線においては，4次メッシュ，町丁・字等，3次メッシュの順に精度の高い結

果が得られた．一方推定方法としては，すべての小地域統計について圏内の人口を面積按

分する方法が圏内重心の人口を採用する方法よりも精度が高かった．これらよりバッファ

リング圏内人口の推定には，データとしては4次メッシュ，推定手法としては面積按分を

用いる組み合わせが，簡明でかつ推定精度も高いことが示唆された．ただ今後は，データ

面では5次メッシュなどより細かい空間単位でのデータ利用が期待されるほか，推定方法

面ではいわゆる空間的自己相関を考慮した様々な手法も想定される．異なる測地系に基づ

くメッシュデータの利用が増えることを念頭に置き，さらに高精度な推定のあり方につい

て分析を深化させることも重要な課題の一つである．
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今後，地域メッシュ統計が世界測地系に基づくデータのみについて表象されることにな

り，時系列的な区画の整合性が失われるとしても，メッシュデータの利用はますます盛ん

になると考えられる．そのなかで，あらゆるスケールでの時空間分析が可能な限り整合的

に行われるための方法論について，引き続き検討していきたい．

（2011年4月20日査読終了）
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AStudyonthePossibilityofTimeSeriesAnalysisusingGridSquare
StatisticsAssociatedwiththoseBoundaryChanges

-ThroughtheComparisonbetweenGeometricSystemsandbetweenGrid
Hierarchies-

ShiroKOIKE

GridSquareStatistics,whicharepresentedinNationalCensusandmanyothersurveys,areused

inmoreandmorewidecategories,becauseofthoseanalyticaladvantages,diffusionof

GeographicalInformationSystemsandsoon.However,ontheotherhand,therearesubstantial

difficultieswithtimeseriesanalysisusingthosestatisticsbecauseoftheboundarychanges

associatedwiththerenewalofgeometricsystemandsubdivisionofthegridhierarchy.Thispaper

investigatedthepossibilityofthetimeseriesanalysisthroughverificationofthedifferenceof

populationwithinthebufferingareafromselectedrailwaysestimatedbydifferenttypesofthose

Statistics.Asaresult,itissuggestedthatusingGridSquareStatisticsofdifferentgeometric

systemsanddifferentgridhierarchiesarelittleproblem forcapturingthecharacteristicof

populationstructurealongtherailwaylines,becausethedifferenceofestimatedpopulation

percentagebyageareinsignificantbetweengeometricsystemsandbetweengridhierarchies.Asfor

populationestimating,estimationaccuracyisveryhighbyusingfourthgradegridstatisticsand

dividingthepopulationproportionallytotheareacutoffbythebufferinglines,whenthe

populationestimatedbybasicunitdistrictissupposedtobetrue.FurtherusefulnessofGridSquare

Statisticsisthoughttoberevealedbythisstudy.
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書 評・紹 介

山口幸三

『現代日本の世帯構造と就業構造の変動解析』
公的統計のミクロ統計活用序説

日本統計協会,2011,vii＋218pp.

平成19年の新統計法は，公的統計の有効な活用と高度利用の促進を重要な目的として制定された．

本書はそのような活用の試みとして，総務省の労働力調査を用いた世帯動態と就業異動の分析を行っ

ている．労働力調査では，対象世帯は1年を隔てて二回調査される．このため，二回の調査における

個票データをマッチングすることによって，1年間の世帯規模・構成の変化や世帯員の転出入といっ

た世帯動態が集計できる．これは国立社会保障・人口問題研究所が行っている世帯動態調査が目的と

しているものと同じで，違いは世帯動態調査が回想法によって5年前の世帯や世帯員の状態を質問し

ているのに対し，労働力調査では調査時点の情報しか収集してないことである．このため世帯動態が

得られるのは1年間同じ居所に居住した世帯や世帯員に限られ，新たに転入して来た世帯や世帯員に

関しては得られない．

この制約は，ライフイベントと就業異動の関連の分析を難しくする．たとえば過去1年以内に離家，

結婚，離婚，死別といったライフイベントを経験した者は，世帯間移動を経験する確率が高いため，

1年前の就業状態に関する情報は得られないことが多い．したがって就業異動との関連を分析できる

のは，出産のような本人の世帯間移動を伴わないライフイベントに限られる．このため本書では第一

子を出産した妻の就業継続／中断に関する良質な分析があるが，それ以外のライフイベントと就業異

動の関連は分析できていない．たとえば失業や従業上の地位の変化が結婚や離婚や親元への戻りに与

える影響や，離家や離婚直後の就業パターンの変化といった問題は扱えずにいる．

世帯動態調査は単独世帯の回収率が低く，かなりの回収バイアスがある．このため離家の分析など

では，回収バイアスの補正が不可欠である．これに対し労働力調査の単独世帯割合は国勢調査とほぼ

一致し，回収バイアスはほとんどない．したがって本書の世帯動態率は，補正なしでも信頼できる推

定値と言える．ただし1年前の情報を必要とする動態率は，全体の84％である継続世帯（同じ居所に

住み続けた世帯）に限ったものであることに注意する必要がある．

前述のようにライフイベントと就業異動を結びつけた分析は難しいが，就業異動自体の分析では興

味深い知見が多い．全体として2002～03年までの労働市場の悪化と，2006年までの部分的好転のパター

ンが現れている．ストックとしての失業者数や失業率の上昇がどのようなフロー変化によって生じた

かが示されており，遷移確率の男女・年齢パターンも興味深い．2002年までの失業者増加をもたらし

たのが建設・製造・運輸業等で，2003年以後は金融・保険・不動産が雇用を増やしている．失業確率

は30～99人の中企業が最も高く，30人未満の零細企業への就業確率が最も高い．2003年以後の就業確

率の上昇はパート・アルバイト・契約といった非正規職によるもので，正規職への就業確率は上昇し

ていない．労働力調査を用いていることもあり，本書では世帯動態よりこうした労働経済学的分析に

見るべきものが多い． （鈴木 透）
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早瀬保子・大淵寛編

『世界主要国・地域の人口問題』（人口学ライブラリー8）

原書房，2010年9月，308p.

世界各地域に特有の人口問題を，一般の読者にもわかりやすく紹介した日本語の文献は意外に少な

い．多くの書物は，少子化や人口爆発等，同じ課題に取り組む国のみを対象としている．本書の特徴

は，世界の主要地域や国の人口に関わる問題を地域横断的に網羅している点にある．出生力転換や死

亡率低下等の人口変動を踏まえつつ，農村から都市への労働移動，外国人労働者の雇用問題，乳幼児

死亡率の高さ，エイズの蔓延，若年出生率の高さ，家族政策の役割，経済の混乱と社会の不安定化に

起因する死亡率の上昇など，世界各地域特有の人口にかかわる問題を11章にわけて紹介している．

第1章「21世紀世界の人口と開発：地域的接近」（大淵寛）では，世界主要地域の人口動向，及び

人口と経済の関係を長期的視点から展望し本書の導入部分を成している．第2章「中国：人口政策と

少子高齢化」（尹豪）では，中国の人口政策と人口動向に焦点をあて，急激な高齢化と出生性比の問

題，農村から都市への労働移動と都市での戸籍の有無による差別について論じている．第3章「東ア

ジア：少子高齢化と政策対応」（佐々井司）は，東アジアにおける低出生率の背景，そして少子化対

策・外国人雇用政策について紹介している．第4章「東南アジア：発展の中の人口問題」（新田目夏

実）は，「低開発段階の人口問題」と「先進国的人口問題」を抱える国とが並存しており，同じ東南

アジアでも問題の性質が複雑化していることを示している．第5章「インド・南アジア：人口転換の

進行と社会経済発展」（西川由比子）では，南アジア地域において人口転換が進行しつつあり，イン

ドでは人口ボーナスを利用出来る時期に入りつつあることが示される．第6章「中東・北アフリカ：

イスラームと人口」（小島宏）は，主として中東・北アフリカ地域におけるイスラームが人口動態に

与える影響について考察している．第7章「アフリカ：高出生力とHIV/エイズ」（早瀬保子）では，

サハラ以南アフリカに焦点を当て，高い出生力や乳幼児死亡率に加えてエイズの影響も深刻であるに

もかかわらず，国際的な支援が縮小している厳しい現状を紹介している．第8章「ラテンアメリカ：

国際人口移動と社会経済格差」（三澤健宏）ではラテンアメリカからの国際人口移動に主眼を置き，

移動者による海外からの送金が送り出し国に与える影響，特に貧困及び所得再分配効果について考察

している．第9章「北アメリカ：増え続ける人口と人種・エスニシティ・宗教」（是川夕，岩澤美帆）

では，米国の比較的高い出生率・死亡率の背景に，特定の人種・エスニシティの高い若年出生率や死

亡率があることを指摘する．第10章「ヨーロッパ：人口の減少・高齢化と低出生力のゆくえ」（福田

節也）では，ヨーロッパにみられる出生力の差と家族・ジェンダー政策の関係について論じている．

第11章「ロシア：人口の現状と未来」（トゥルヒーン・ミハイル）では，ソ連崩壊後の政治・経済・

社会状況の混乱を背景に，出生率の低下・死亡率の上昇から人口減少に直面している現状を浮き彫り

にしている．

私達日本人にとって，人口問題といえば，世界でも類をみない早さで進む高齢化と長期にわたる人

口置き換え水準以下の低出生力であろう．一方，世界に目を転じれば，1960年代に観察された人口の

爆発的な増加は一段落したものの，現在においても人口転換を終えていない国も多々ある．21世紀に

入った現在，世界の人口問題は多様性を増しており，人口増加，人口減少，両極端の問題が並存する

時代に突入したと言える．しかも，主要地域をミクロな視点でみてみれば，更にその地域の歴史や政

治体制，経済・社会状況や文化に深く根ざす複雑な問題が潜んでいることに気づかされる．本書は，

人口問題の多様さを俯瞰してみるためにも，特に人口学に初めてふれる人や学生にお奨めしたい1冊

である． （千年よしみ）
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厳 善平 著

『中国農民工の調査研究―上海市・珠江デルタにおける

農民工の就業・賃金・暮らし―』

晃洋書房，2010年12月，280p

近年，中国出身の優秀な研究者による研究成果を数多く目にするようになったが，本書の内容も大

変興味深い．本書の主題である中国「農民工」は，計画生育とその効果（人口抑制など）および課題

（少子高齢化や出生性比の問題など）などと並んで，中国人口学会における重点テーマの一つに挙がっ

ている．中国国内でも農民工に関する調査研究の成果が数多く発表されているが，それらを含む最新

事情を日本語で読み知ることができるというだけでも極めて高い価値があるように思われる．著者は

中国で経済改革開放が始まり人口の動きが活発になり始めた1980年代後半から流動人口およびその労

働力について分析を続けている，当分野での第1人者である．

本書では，著者が中国で実施に携わってきた複数の実地調査の分析結果の考察，およびその他の調

査結果との比較を通じて，中国農民工の特徴が多元的に分析されている．農民工の属性等にみられる

特徴を，農民工と（上海市等）都市戸籍保有者との比較や農民工内での差異の検証を通じて明らかに

している．アンケート・ヒアリング調査の個票から，年齢，性別，配偶関係，学歴，共産党員か否か，

農業戸籍か非農業戸籍か，戸籍所在地，就業先の業種や企業規模等の変数を用いた定量的な分析結果

が示されており，資料的価値は高い．

ただし，本書だけでは中国農民工の全体像がみえにくい．本書で用いられているアンケート・ヒア

リング調査から得られるマイクロデータには，サンプルサイズの制約や調査間で対象者や質問項目・

内容に違いがあるなど，比較分析には課題があるように思われる．また，本書で用いられている調査

の多くは，調査時に対象地区（上海等の大都市）に滞在する（残留する）人たちのみを対象としてい

ることから，すでに戸籍所在地に帰郷した人たちや他の都市に転出してしまった人たちを含めた農民

工全体の特徴とは断定しにくい．調査時に滞在する農民工に属性等の偏向がみられないか気になると

ころである．本書の調査対象である上海市および珠江デルタという地域特性が農民工の特徴にも反映

しているのか，あるいは中国全土の農民工に共通してみられる特徴と解釈していいのか，判然としな

い．ただし，そのような留意点については本書内でも指摘されており，著者が書かれた他の関連書籍

や論文ではより包括的な解説がなされている．著者の主張を理解するには，本書で取り上げられてい

る参考文献などの併読が必要かもしれない．

“求職する際の部門選択や転職に見られるそうした差異は個々人の能力や努力というよりも，戸籍

制度をはじめとする制度差別が強く作用した結果である（p59）”，“農民工は主として労働市場の底

辺に留まっているのである（p169）”“暫住人口なのだから，戸籍住民のみを対象とする多くの公共

サービスを彼らが受けられず，農民工はまるで二等国民のようだった（p172）”など，本書各所に著

者の強いメッセージが盛り込まれている．中国農民工の問題は，単に農民工に対する処遇の問題に留

まらない．根本的には現代中国の農村，農業の問題，地域間格差の問題，その中には著者の指摘する

固定された戸籍制度の問題も当然含まれる．中国の社会構造に起因する現代の社会問題のなかでも，

農民工という現象は極めて象徴的である．今後の研究の更なる発展に期待したい． （佐々井司）

―86―



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）67－2（2011.6）pp.87～90

研究活動報告

特別講演会

ポール・デメイン「日本の人口政策の選択肢」

ポール・デメイン（PaulDemeny）博士が来日し，3月8日，本研究所で標記の講演をおこなっ

た．デメイン博士は1932年ハンガリー生まれの米国人で，アメリカの権威ある人口問題シンクタンク

PopulationCouncilの副会長（現在はDistinguishedScholar）を務めるなど，永く人口研究の各方

面で指導的地位にあり，とりわけ1966年にコール（AnsleyCoale）と共同でまとめた『地域モデル

生命表と安定人口』は人口学のバイブルの一つに数え上げられている．博士の業績はPopulationand

DevelopmentReview誌の創刊やEncyclopediaofPopulationの編集にみられるように，形式人口学

から人口政策論まで多岐にわたっている．なおDemenyのカタカナ表記には「ドメイン」や「デーメ

ニ」もあるが，人口学分野では従来から「デメイン」と表記している．当日ご自身の発音されたとこ

ろでも「デメイン」が最も近いように思われた．

今回の講演では日本の人口問題とりわけ少子化と人口減少について所説を述べられたが，その内容

は博士の最近の論文 （・Population policy andthedemographictransition:Performance,

prospects,andoptions，・PopulationandDevelopmentReview,37,Supplement,pp.249-274）に

詳しく記されている．すなわち4つの提案がなされている．その一つは選挙制度改革であり，人口高

齢化の結果として平均余命の短い高齢層の利益を代表するグループが議会で多数を占めるという不均

衡がおこることに対して，親に子どもの数だけ投票権を与えることにより是正をはかるものである．

この投票方法は既に1987年の論文で示されており，“Demenyvoting”として知られている．

また少子化是正のための3つの方策として新たに挙げられているのは，第1に子ども3人以上の多

子カップルの優遇である．家族政策は多子家庭を支援する方向に練り直されるべきだという．第2に

少子化と人口高齢化問題を結びつける観点から，子どもをたくさん生んだ人は老後の公的年金や保健

医療サービス受給において特別待遇が受けられるようにする．第3に文化の面で大量の移民が受け入

れ難い国では，労働力不足を補うためには徴兵制のように義務的な市民奉仕部隊といった制度の創設

が考慮されるが，その際子どもをもつと（男女とも）この義務が免除になるというものである．

このようなユニークな発想はマクロの人口転換や人口再生産の視点を重視する人口学者としてのデ

メイン博士の面目躍如といえよう．現実に実行可能かどうかは別として，深刻な少子高齢化に直面す

る日本の人口政策のあり方に示唆を与えることは間違いない．本講演会の開催にあたり，お力添えい

ただいた日本大学の柳下真知子教授に厚く御礼申し上げる． （佐藤龍三郎記）

第44回国連人口開発委員会

2011年4月11日（月）から15日（金）の間，ニューヨークの国連本部において人口開発委員会

（CommissiononPopulationandDevelopment）の第44回会合が開催された．日本からは国立社会

保障・人口問題研究所の高橋重郷副所長が日本政府代表の一員として出席し，国連日本政府代表部よ

り宮川昭二参事官が参加した．

今回会合のテーマは「出生力，リプロダクティブ・ヘルス及び開発（Fertility,reproductive
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healthanddevelopment）」で，昨年の第43回会合の最終日に選出された第44回会合の議長 ボーラー・

マラウィ大使（マラウィ国連代表部次席常駐代表）のもと，副議長にバッソンピエール氏（ベルギー），

ウィリアム氏（ジャマイカ），ムスタンサー氏（パキスタン）からなるビューローによって議長団が

構成され，議事が進められた．最初に，議長から議題案と副議長の役割分担ならびに事務局構成，本

会議決議案文作成のための作業部会の設置などついて提案があり，承認された．

なお，事務局等のステートメント，基調講演資料，同委員会において採択された決議及び決定等は，

同委員会ウェブ・サイト（http://www.un.org/esa/population/）に掲載されている．

会議では，国連経済社会理事会（ECOSOC）のシャ事務次長，オソティメインUNFPA事務局長及

びズロトニック人口部長から第44回会合に関する報告があった．シャ次長はICPD行動計画達成に向

けた本委員会活動への期待を表明し，オソティメイン事務局長は持続可能な開発及び経済成長の加速

化のための若者への投資，性と生殖に関する保健及びジェンダー平等などについて基調報告を行った．

今回会議の最初の議題である「ICPDにおける勧告に対するフォローアップ」について，事務局

（国連人口部及びUNFPA）より概要説明が行われ，この議題に関連して，ロシア，LDC（ネパール），

EU（ハンガリー），中国，キューバ，イラン，マルタ，オーストラリア及びエストニアから意見表明

が行われた．このなかで，高齢化や社会保障制度に関する分析が不十分（ロシア），LDC等途上国へ

の更なる資金を求める（LDC），性と生殖に関する保健におけるジェンダー平等の推進（EU），家族

計画の推進強化及び政府・NGO間でのパートナーシップ推進（中国），貧困層等への保健サービスの

提供及びジェンダー平等及び教育の推進（オーストラリア），人口政策の持続可能な開発における役

割（エストニア）などの発言があった．

第二の主要課題である「人口分野における各国の経験」では，マレイシア，ロシア，米国，スイス，

中国，インドネシア，日本，ポーランド，スペイン，フィンランド等の47の国や地域，ならびに

WHO，世界銀行及びILO，IPPFなどNGOから意見表明が行われた．各国とも自国の経験や取り組

みなどを共有するとともに，高齢化社会に対応した先進国での取り組み推進（クロアチア），保健シ

ステム強化のための資金動員及びジェンダー平等における国際機関間での連携強化（米国），妊婦等

の保護など性と生殖に関する保健は保健政策の中心（ポーランド），HIV/AIDS対策におけるICPD

行動計画の役割（ブラジル），貧困撲滅等におけるジェンダー主流化（アイルランド），人口動態のモ

ニタリング及び女性に関する政策の強化（ヨルダン），高齢化等人口構成の変化に対応した教育及び

保健等人的資源への投資の必要性（世銀）などの発言があった．

第三の議題である「ICPDにおける行動計画のさらなる履行」については，サディク・アジア太平

洋地域HIV/AIDS国連事務総長特使，シャ事務次長及びオソティメインUNFPA事務局長からステー

トメントがあった．また国や地域からの発言として，EU（ハンガリー），米国，インドネシア，オラ

ンダ，中国，エジプト及びノルウェーから意見表明が行われた．また，国際移住機関（IOM）なら

びにNGOからの意見表明があった．このなかで，貧困，保健及び教育へのアクセスへの懸念（EU），

ICPD行動計画に向けた支援継続（米国），人口政策及びプログラムの開発政策への反映（インドネ

シア），移民，気候変動及び食糧危機の経済成長における課題（中国）などについて発言がされた．

第四の議題として「国連経済社会理事会2011年年次閣僚レビューのテーマに対する人口と開発問題

の貢献」について議論され，最初に経済社会理事会副議長及び事務局（国連人口部）より，この議題

について概要が説明された．その中で，教育の改善は必ずしも出生率の低下に貢献するものとはなら

ないが，出生率及び人口増加率の低下は教育へのアクセスなどの改善に前向きな影響があることなど

が指摘された．

この議題に関して，EU（ハンガリー），米国，インドネシア，イスラエル，ドイツ，ベラルーシ，

パキスタン，カタール，モーリタニア，トルコ及びノルウェーから意見表明が行われた．各国とも教
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育におけるジェンダー平等などの自国における取り組みを紹介するとともに，教育におけるジェンダー

平等を通した教育へのアクセス改善がMDGs達成のための鍵である（EU），若者への教育及び雇用

（米国），教育制度の充実が人口の安定化に貢献（インドネシア），教育と出生率の関連付け（イスラ

エル），人口問題における教育及び水・エネルギーなど横断的なアプローチ（ドイツ），若者に対する

HIV予防等の教育及び教師等への教育プログラム（ベラルーシ），移民に対する教育制度の取り組み

（カタール），女性の識字率向上（トルコ），学校における青少年への性教育（ノルウェー）などの点

が強調された．

今回の「性と生殖に関する健康，及び開発」を掲げた合意文書作成は，本会議とは別に作業部会で

長時間の議論を経て，決議案文が作成された．この作成にあたっては，これまでの人口開発会議で国際

的に合意された人口と開発に関する内容である「人口行動計画」やミレニアム開発目標，その他の国際

的に合意された開発目標，および北京女性会議で設立された「北京行動プラットフォーム」を含む，国

連ミレニアム宣言と2005年の世界サミットの合意，ミレニアム開発目標における国連総会の閣僚級会議

の合意文書に基づいた「ミレニアム開発目標」を達成するために合意を前提として，討議が行われた．

第44回人口開発会議で採択された文書は，会議のウェブ・サイトに全文が掲載されているので，こ

こでは詳細な紹介は行わない．今回の会合のテーマである「性と生殖に関する健康，および開発」に

かかわる各国の主張の違いについて述べておきたい．人口開発委員会における対立点は，第一にEU

を中心とする「性と生殖に関する健康と権利」の主張で，これは人口行動計画の理念として1994年の

人口と開発に関するカイロ会議で世界的に合意された枠組みを更に改訂し着実に進めようという主張

である．この考え方は，国連の基本方針であると同時にUNFPAの活動の根幹でもある．この理念に

は「すべてのカップルと個人が自由な意思と責任をもって彼らの子どもの数，出産の間隔，および時

期について決める権利を保障する」こと，また「それを実現するための情報を入手する基本的な権利」，

ならびに「性と生殖に関する健康」を実現するための避妊手段へのアクセスビリティの改善や家族計

画を始めとする「保健サービスをユニバーサル・サービスとして普及する」ことなどが含まれている．

この理念をめぐっては，家族計画や保健サ－ビスに人工妊娠中絶，すなわちセーフ・アボーションを

含めるかどうかについての考え方の違いによって争点が存在している．

第二の対立軸は，カソリックの影響の強い宗教理念から，「合法・非合法」を問わず受胎した生命

をいかなる理由によっても奪うべきではないとする主張である．この見地から結婚前の思春期の青年

層に対する性教育や，国や政府が青少年や思春期の子ども達に避妊や家族計画等の性の知識を普及さ

せることは性行動を奨励していると主張している．とくに宗教右派の影響力の強い国やNGOはこの

点を強調し，性と生殖に関する教育は一義的に家族・親の問題であって，国家が立ち入るものではな

いという考え方を示している．しかし，多くの国々は基本的にEUの考え方に賛同しており，とくに

年間およそ35万8,000人の女性の妊娠と出産に関連した死亡（2008年）が推計されており，非合法の

中絶から合法的に医学的に管理された安全な中絶に転換することよって，妊産婦死亡率の減少に貢献

できることなどが主張され，また専門家による講演でもこれらの点が指摘された．

第三の対立点は，とくにイランなどのアラブ諸国の主張である．とくに男女性別役割分業や差別が

強い国であり，また性に関する知識の普及が宗教的あるいは文化的背景から許容できないことから，

合意文書に盛り込まれた内容を，直ちにそれぞれの国の政策として受け入れることが出来ないという

立場である．そのため，今回の合意文書では，「各国の主権者は，国際人口開発会議の人口行動計画

が，人々の様々な宗教や倫理的な価値と文化的背景を持つ国内法と開発プライオリティを尊重し，国

際社会で一般に認識された国際的な人権と共に合意文書で再度確認する」との文言が付加されて全体

が合意された．

来年の第45回人口開発会議のテーマは，すでに前回の会議で決定されており，「青少年と思春期」
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（・Adolescentsandyouth・）である．また第46回会議のテーマは「人口移動の新潮流：人口学的局

面」（・NewTrendsinMigration:DemographicAspects・）が提案され決定した．なお，第47回会

議のテーマは，カイロ会議から20年の節目にあたることから「国際人口開発会議の行動計画実施状況

の評価」（・AssessmentoftheStatusofImplementationoftheProgrammeofActionofthe

InternationalConferenceonPopulationandDevelopment・）となる予定である．

なお，会議の閉会に際し，社会経済理事会のステルツァー事務次長補，ホーグUNFPA技術部長，

ズロトニック人口部長及び議長より挨拶があり，会議議長の閉会挨拶のなかで，ズロトニック人口部

長，ビュットナー同副部長及びガスト同課長など今次人口開発委員会を最後に退官する職員への感謝

の言葉が述べられた． （髙橋重郷記）

国際将来人口推計セミナー：韓国・中国・日本

2011年5月27日，韓国ソウルのシーラホテルにおいて，韓国統計局主催による標記会議（英題：

InternationalPopulationProjectionSeminar:Korea,ChinaandJapan）が開催された．これは，

同時に開催されていたアメリカ・アジア・太平洋統計局長会議による第25回センサス会議の一部とし

て開かれたセミナーである．本研究所からは，金子隆一人口動向研究部長及び筆者の二名が参加し，

報告を行った．

セミナーは午前と午後のセッションに分けて行われた．午前のセッションでは将来人口推計に関す

る技術的な話題がテーマとなり，KwangHeeJun忠南大学教授，韓国統計局スタッフと日本・中国

の報告者という小グループで討論が行われた．韓国統計局WoonJooSuh人口・社会統計局人口動態

部長が座長を務め，日本から金子部長・石井が“Technicaloutlineofpopulationprojectionfor

Japan”，中国からCPDRCのQinMin氏が“IntroductionofpopulationprojectioninChina”を報

告し，討論を行った．

一方，午後は将来人口推計に関する学術研究者，政策担当者，推計のユーザーなどを対象とした，

より大規模なセッションとなった．韓国人口学会長SeungWookLee教授が座長を務め，韓国統計局

ByoungTaeOh人口社会統計局長の開会の辞に引き続き，WoonJooSuh部長とJiyounLee部長代

理が“The2006PopulationProjectionforKorea:MethodandEvaluation”として，韓国の直近

の将来推計と次期推計の課題を報告した．続いて，中国からCPDRCのShiWenzhao氏が“PADIS

Project&PADIS-internationalversionsoftware”として，ウェブ上で将来人口推計を行うことを

可能にするシステム（PADIS,PADIS-int）に関する報告を，日本から金子部長・石井が“Prospects

forthesocietyoflowestfertilitywithlongestlife:whatthepopulationprojectiontellsus”と

して，前回推計から見た日本の将来像と今後の課題等について報告を行った．各報告にはそれぞれ二

名ずつの討論者が討論を行い，最後に全体的な質疑応答が行われた．

セミナーを通じ，韓国については出生，死亡，移動のどの要因についても，将来を見通すことが非

常に難しく，推計に関する高い技術が必要とされていることを感じた．一方，中国のPADIS-intは，

仮定値の入力から結果の表示に至るまでユーザーフレンドリーなインターフェイスが構築されており，

感銘を受けた．

三か国は地理的には近い位置にありつつも，政策面での違いもあり，将来人口推計上の課題は重な

り合う部分・相異なる部分の両者が存在し，本セミナーで行われたように，お互いの知識・経験を共

有することで，将来人口推計技術のさらなる向上が期待できる．今後も，この三か国の将来人口推計

関係者間で，より密接な協力体制が築かれることが望ましいと感じた． （石井 太記）
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